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Ⅰ 概要編 



 



i 

平成 22 年度名古屋都市センター特別研究報告書概要版 
都市における生態系サービスの把握と指数 

～生物多様性と地方自治体における暮らし・まちづくり～ 
名古屋市立大学大学院経済学研究科准教授 香坂 玲 

 
 
１．はじめに 
 生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）の会期中に開催された「生物多様性国際自

治体会議」（10 月 24 日～26 日）では、世界の地方自治体が集い、自治体間での情報交換が

行われるとともに、先進的な取組事例等が発表された。シンガポール政府代表からは、都

市のプロフィルと指標のスコアからなる都市の生物多様性を測定するツール「都市と生物

多様性に関わるシンガポール指数（Singapore Index on Cities' Biodiversity 以下、CBI）」
の開発経緯やその後の改善状況等について発表がなされた。そして、COP10 終日、締約

国は、「生物多様性のためのサブナショナル政府、都市その他地方自治体に関する行動計画

（2011-2020）」を採択し、その中で、生物多様性とその管理に関する状況を評価する手段

として CBI の利用を検討することを盛り込んだ。 
このように、生物多様性評価のための地方自治体単位での指数づくりが世界的にも注目

されているが、生物多様性の評価にあたっては、直接的に利用する供給サービスだけでな

く、環境教育や観光振興、レクリエーション等の間接的に利用するサービス、防災を含む

調整・制御機能等、幅広い観点から検討される必要がある。 
本稿では、生態系サービスの観光やレクリエーションの機能に踏み込んで、指数のあり

方について検討を行うこととする。 
 
２．都市と生物多様性 
２－１．既存文献のレビュー 
(1)生態系と生物多様性の経済学 

「生態系と生物多様性の経済学」（TEEB）は、生態系サービスの科学的で定量的な把握

が主眼だ。言いかえると、生物多様性への影響や生態系サービスの「見える化」（金額や統

計など定量化、数値化での把握）が行われている。ただ生態系サービスを定量化し、経済

評価を行なっているだけではなく、行政や事業者など対象のターゲット層別に行動できる

「事例・アイディア集」にもなっている。さらに、経済的な価値で捉えられる範囲が限ら

れていることにも自覚的であり、貧困層への偏った影響、世代間の不平等なども言及され

ているという点では、倫理や公平性などについても議論をし、倫理や道徳について考える

「普及・啓発のツール」にもなっている。このように、内容も多岐にわたり、日本でも既

に生態系サービスや「生態系と生物多様性の経済学」（TEEB）といった領域での議論も行

なわれている（林、2009）。 
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TEEB は、全体で 5 部からなり、理論的な枠組み（D0）、政策決定者（D1）、行政(D2)、
事業者など（D3）、消費者・一般の人々向け(D4)で構成される。このうち、D2 では生態系

サービスの経済的な評価を自覚的に利用しながら、そのバランスやコストについて地方自

治体の政策決定者が、持続可能な経営に向けた具体的な政策で意思決定を行なっていく際

の説得材料を提供している。また各段階において、空間的配置、経済評価、影響を受ける

貧困層への配慮など、科学が政策に対してどのように貢献を行なっていくのかを具体的に

提示している。D2 に関しては、COP10 においても関連する決議と行事が開催された。 

 
(2)国連大学高等研究所報告書 

国連大学高等研究所が発行する報告書「Cities, Biodiversity and Governance: 
Perspectives and Challenges of the Implementation of the Convention on Biological 
Diversity at the City Level（都市、生物多様性とガバナンス：都市レベルでの生物多様性

条約実施に向けた展望と挑戦）」（2010 年 10 月発行）では、都市行政における生物多様性

の損失防止が一層求められるとしている。また、都市は生物多様性と生態系サービスの

大の受益者の一部であるが、生物多様性から受ける便益の量と都市の潜在的な貢献度と比

較して、CBD への都市の関与は依然限定的である。それを改善するためには生物多様性に

適切に対処するための既存の保全戦略や都市計画・管理の手法を変化する必要があると述

べている。 
 

２－２．都市計画・まちづくりと生物多様性 
 なぜ生物多様性や生態系サービスが、都市計画やまちづくりに関係してくるのか。都市

部以外の農山村などの地域社会で配慮すれば十分ではないか、都市の機能と生態系は両立

するのかといった疑問もわいてくる。 
都市における都市計画とまちづくりにおいて、人口圧力、ブランド、周辺地域とのつな

がりという三つの観点から積極的に生物多様性に配慮し、少なくとも関心を持っていく必

要がある。 
 
２－３．観光と生物多様性 
世界観光機関(UNWTO)では、生物多様性と観光に関わる指数づくりについて、モニタリ

ングの領域のなかで議論をしている。 

 UNWTO における指数は、生物多様性の環境だけを取り出すのではなく、「環境」、「社会・

文化」、「経済」を同じように位置づけている点が参考となる。観光に関わる領域において

も、生物多様性を題材として、どのような製品やサービス業によって、どのような収入が

生まれ、何人の雇用を生み出しているのかという、経済や雇用に関する指数も、環境に関

わる指標と同じレベルで位置づけて注視していかなければならないという指摘は、名古屋

市における施策を考える上でも重要である。 
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２－４．名古屋市と生物多様性 
(1)観光と生物多様性 

 名古屋市と生物多様性について、「観光」の観点からその関わりを見てみる。 
 名古屋市における観光客に人気の訪問地は、熱田神宮、東山動物園、水族館であり、い

ずれも生物多様性に関わりが深い資源である。名古屋市における主要な観光資源は生物多

様性と深い関わりを持っており、観光という観点からも都市と生物多様性に関する指数を

検討する必要があると考えられる。 
 
(2)「食」と生物多様性 

名古屋市と生物多様性について、「食」の観点からその関わりを見てみる。 
「名古屋市観光戦略ビジョン（案）」によれば、名古屋市が平成 20 年度に実施したイン

ターネットアンケート調査では、名古屋の観光資源の中で「なごやめし」や名古屋城をは

じめとする「尾張徳川家ゆかりの足跡や遺産」「熱田神宮」の認知度が全国的にも高く、そ

れぞれの施設への訪問意向も高くなっていた。 
「なごやめし」をはじめとして、 近では全国各地で「地産地消」、「ご当地グルメ」が

観光地の新たな活性化方策となっているように、地域に根付いた「食」が地域の観光振興

をもたしている。その一方で、地域で収穫される農産物等から加工・製造される地産品は、

地域の豊かな生物多様性によって支えられているという側面も併せ持っている。都市と生

物多様性に関する指数を検討する上では、地産品と生物多様性の関係性についても注視す

る必要がある。 
 
 
３．他都市での取り組み 
３－１．川崎市の事例 
川崎市では、市が直面する政策課題について国内外の先進事例を通じて研究し、総合的・

横断的視野から職員の政策形成能力の向上及び研究成果の具現化を図ることを目的として

「政策課題研究事業」を実施しており、平成 22 年度は「国際社会から見た川崎市の生物多

様性のあり方の研究」をテーマに研究がなされている。平成 22 年度政策課題研究報告書に

おいて、川崎市における生物多様性のあり方の政策提言の一つとして提案されているのが、

「川崎市版生物多様性評価手法（かわさきインデックス）」である。 
かわさきインデックスは、都市における生物多様性評価手法については CBI を参考にし、

評価結果の表現方法についてはドイツやオランダで実施されている評価結果を地図等で視

覚化する取り組みを参考にして作成されている。 
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３－２．練馬区の事例 
練馬区では、緑被率の減少を背景として、この数年、都市の生き物に着目した事業を展

開している。特に、生き物のネットワークだけでなく、市民と市民、市民と生き物、市民

と行政というように、様々な主体のネットワークを重視しており、これらのつながり全般

が都市におけるエコロジカルネットワーク「いきものつながり」とする考え方で取り組ん

でいる点が特徴的である。 近は「生き物系事業」として各種事業に取り組んでおり、い

ずれも市民参加を基軸にして動植物の生育・生息の実態など野生生物に関する情報を調査

することに事業の起点を置いている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３－３．シンガポールの事例 
(1)CBI の開発 

CBI は、2008 年 5 月、シンガポール政府により COP9 閣僚級会合にて提案されたもので

ある。2009 年 2 月に第 1 回専門家ワークショップがシンガポールで開催され、2009 年 12
月にユーザーズマニュアルがとりまとめられた。2009 年 12 月発表の第 1 版で 15 都市が試

行し、2010 年 9 月に改定版を発表した。その後も幾つかの都市より試行結果のフィードバ

ックや改善提案が出ており、継続的改善が進められている。 
 

(2)CBI の概要 

2011 年 1 月時点の CBI は、「Ⅰ都市のプロフィル」と、「Ⅱ指標」で構成されている。指

標は、「在来の生物多様性」（10 指標）、「都市内の生態系サービス」（4 指標）、「生物多様性

の統治と管理」（9 指標）で構成されている。 
 2011 年 1 月時点の 新版 CBI と、2010 年 1 月時点の旧版 CBI を比較すると、都市のプ

ロフィルの新設、部分的に指標の改良・修正等が行われている点が主な変更点となってい

る。詳細を新旧比較表（表 1）に示す。 

写真：生き物系事業の一つである植物ホー

ムスティの返還の様子 
※（財）練馬区都市整備公社 練馬まちづく

りセンター 岩崎哲也氏提供 

写真：生き物系事業の一つである市民によ

る動植物の観察調査 
※（財）練馬区都市整備公社 練馬まちづく

りセンター 岩崎哲也氏提供 
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表 1 CBI の新旧比較表 

 最新版（2011 年 1 月時点） 旧版（2010 年 1 月時点） 

 都市のプロフィル 

―  気候、面積、人口、人口密度、経済指標、物

理的特徴、生物多様性の特徴、生物多様性

の管理、関連サイトへのリンク 

 在来の生物多様性（指標数：10） 都市の在来の生物多様性（指標数：11） 

 1.自然地域の割合 1.自然・半自然地域の割合 

 （削除） 2.自然・半自然地域の生態系の多様性 

 2.脱断片化（連結化または生態系ネットワーク） 3.自然・半自然地域の平均パッチサイズ 

 3.在来種の数（市街地内の鳥類） 4.在来種の数（市街地内の鳥類） 

 4～8.在来種の数の変化（植物/鳥類/蝶類/自

由選択 2 分類） 

5～9.在来種数（植物/鳥類/蝶類/その他 2 分

類） 

 9.保護されている自然地域の割合 10.保護地域の割合 

 10.侵略的外来種の割合 11.侵略的外来種の割合 

 都市内の生態系サービス（指標数：4） 生態系サービス（指標数：5） 

 11.水量調節 12.市の水供給予算に対する浄水費用の割合

 12.気候調節（植生による炭素固定と冷却効果） 13.炭素貯留 

 （削除） 14.公園・保護区への 1 人当り訪問回数 

 13.自然地域を含む公園および保護・担保さ

れている自然地域の面積（人口千人あたり）
15.公園・保護区の 1 人当り面積 

 14.自然地域を含む公園および保護・担保さ

れている自然地域への 1 人あたり年間訪問

回数（16 歳未満、公教育目的） 

16.教育目的で 16 歳未満の子どもが公園・保

護区を訪問した回数 

 生物多様性の統治と管理（指標数：9） 生物多様性の統治と管理（指標数：9） 

 15.生物多様性への予算配分 17.生物多様性プロジェクトの予算割合 

 16.生物多様性プロジェクトの年間実施件数 
18.生物多様性プロジェクト、プログラムの年間

件数 

 17.生物多様性戦略・行動計画 19.生物多様性地域戦略 

 18.組織能力（生物多様性に関する基本的機

能の数） 
20.組織能力（専門機関の数） 

 19.組織能力（部局間協力の機関数） 21.組織能力（部局間協力の数） 

 20.パートナーシップ（公式･非公式の日常的

協議プロセス） 
22.パートナーシップ（協議プロセスの存在） 

 21.パートナーシップ（提携機関･企業･ＮＧＯ

の数） 

23.パートナーシップ（パートナーシップの存

在） 

 22.教育と啓発（学校カリキュラムへの生物多

様性の組込） 

24.教育と啓発（学校カリキュラムへの生物多

様性の組込） 

 23.教育と啓発（アウトリーチ、啓発イベントの

年間回数） 

25．教育と啓発（アウトリーチプログラムや啓発

イベントの回数） 
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４．なごや指数に関する提案 

DID 面積比率が 84％と市域の大部分が市街地である名古屋市においては、生物多様性の

維持・向上に努めようとする取り組みや、人工的な自然を創出しようとする取り組みを評

価するなど、都市生態系の実態に見合った指数開発が必要である。2-4．で触れたように、

名古屋市においては「観光」や「食」の観点から当該市の生態系の実態を反映可能な指数

を設定することが必要であると考える。 
観光の観点では、近年、「エコツーリズム」や「グリーンツーリズム」などその土地の自

然を対象とする観光が注目され、広まりつつある。来訪者がその土地の環境容量以上に増

加することによる踏み荒らしなど、観光が生物多様性にマイナスの影響を与える面はある。

しかし、エコツアーなど参加者への教育・啓発を兼ねた観光は、間接的に都市における生

物多様性の維持・向上等に寄与すると考えられる。具体的な指数としては、なごや東山の

森等における「エコツアーの開催数」、「ツアーガイドの数」等を設定することが考えられ

る。 
食の観点では、 近では全国各地で「地産地消」、「ご当地グルメ」が観光地の新たな活

性化方策となっているように、地域に根付いた「食」が地域の観光振興をもたしている。

同時に、地域で収穫される農産物等から加工・製造される地産品は、地域の豊かな生物多

様性によって支えられているという側面も併せ持っている。地産の充実度を測る具体的な

指数としては、「地産地消の販売店数」等を設定することが考えられる。 
このほか、人工的な自然を創出しようとする取り組みを評価する指数として、「屋上緑化

や壁面緑化」等を指数として設定することが考えられる。 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 本編 
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１．はじめに 
 
 2010 年 10 月 18 日～29 日の日程で愛知県名古屋市にて開催された生物多様性条約第 10
回締約国会議（COP10）は、179 の締約国、関連国際機関、NGO 等から 13,000 人以上が

参加し、成功裏に終わった。 
 今回の会議では、特に遺伝資源へのアクセスと利益配分に関する名古屋議定書と、2011
年以降の新戦略計画（愛知目標）が採択されるなど、国を中心とした議論が注目されたが、

都市や地方自治体が取り組める活動に関する議論もなされた。COP10 の会期中に開催され

た「生物多様性国際自治体会議」（10 月 24 日～26 日）では、世界の地方自治体が集い、自

治体間での情報交換が行われるとともに、先進的な取組事例等が発表された。シンガポー

ル政府代表からは、都市のプロフィルと指標のスコアからなる都市の生物多様性を測定す

るツール「都市と生物多様性に関わるシンガポール指数（Singapore Index on Cities' 
Biodiversity 以下、CBI）」の開発経緯やその後の改善状況等について発表がなされた。そ

して、COP10 終日、締約国は、「生物多様性のためのサブナショナル政府、都市その他

地方自治体に関する行動計画（2011-2020）」を採択し、その中で、生物多様性とその管理

に関する状況を評価する手段として CBI の利用を検討することを盛り込んだ。 
このように、生物多様性評価のための地方自治体単位での指数づくりが世界的にも注目

されているが、生物多様性の評価にあたっては、直接的に利用する供給サービスだけでな

く、環境教育や観光振興、レクリエーション等の間接的に利用するサービス、防災を含む

調整・制御機能等、幅広い観点から検討される必要がある。 
本稿では、生態系サービスの観光やレクリエーションの機能に踏み込んで、指数のあり

方について検討を行うこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
※「X/22 サブナショナル政府、都市その他地方自治体に関する行動計画 採択決議 2010 年 11 月 2 日版

（仮訳）」、「生物多様性のためのサブナショナル政府、都市その他地方自治体に関する行動計画

（2011-2020）」を付録 2 に添付する。 
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２．都市と生物多様性 
 
２－１．既存文献のレビュー 

 「生態系と生物多様性の経済学」（TEEB；The Economics of Ecosystems and 
Biodiversity）及び「国連大学高等研究所報告書」（UNU-IAS Policy Report）をもとに、

都市と生物多様性の関係性についての議論を整理する。 
 
(1) 生態系と生物多様性の経済学 

「生態系と生物多様性の経済学」（TEEB）は、生態系サービスの科学的で定量的な把握

が主眼だ。言いかえると、生物多様性への影響や生態系サービスの「見える化」（金額や統

計など定量化、数値化での把握）が行われている。ただ生態系サービスを定量化し、経済

評価を行なっているだけではなく、行政や事業者など対象のターゲット層別に行動できる

「事例・アイディア集」にもなっている。さらに、経済的な価値で捉えられる範囲が限ら

れていることにも自覚的であり、貧困層への偏った影響、世代間の不平等なども言及され

ているという点では、倫理や公平性などについても議論をし、倫理や道徳について考える

「普及・啓発のツール」にもなっている。このように、内容も多岐にわたり、日本でも既

に生態系サービスや「生態系と生物多様性の経済学」（TEEB）といった領域での議論も行

なわれている（林、2009）。 

具体的に、ターゲット層はどのような団体か。TEEB は、全体で 5 部からなり、理論的

な枠組み（D0）、政策決定者（D1）、行政(D2)、事業者など（D3）、消費者・一般の人々向

け(D4)で構成される。企業などの関係者へのレポートだけではなく、地方自治体など行政

等のセクターごとに報告書をまとめている。 
 

図 2-1 TEEB の構成 

 
 
（出典）環境省自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室ホームページ（2010 年 12 月 9 日時点） 



3 

 
規模の大きさと科学的な知見が実施される組織を考えると、エコシステム・アプローチ

に特に関係してくるのが、行政向け報告書（略称で D2 と呼ばれる）、なかでも地方行政担

当者であろう。行政向けともいわれる TEEB D2 では、地方自治体が世界全体で数兆ドル規

模の生態系サービスがもたらす価値を理解し、これを地方政策に反映させることにより、

費用対効果の高い政策によるコスト縮減や経済の活性化に貢献することを提言している。 

具体的に、D2 の報告書では、更に地方行政担当者向けに、6 つのステップと各段階にお

ける戦略やツールを提案している（表 2-1 参照）。「ローカル・地域政策に生態系サービスを

反映させるための 6 つのステップ」として示されているのは、同意、サービスの特定、ニ

ーズの定義と選択、生態系サービスの評価、政策の選択肢、分配の影響の考慮などとなっ

ている。さらに、各段階でステークホルダーと議論をしていくことの重要性と生態系サー

ビスの価値に自覚的であるように、政策関係者に呼びかけている。 

 啓発の側面で、D2 で強調されているのは、生態系サービスのなかで供給サービスだけで

はなく、大気や水の調整や浄化といった非利用価値や将来世代が使うかもしれないという

オプション価値についても、きちんと価値を把握したうえでの行動を促している。具体的

な事例を列挙しながら、グラフで示していくことで見逃されがちな価値についても、行動

していくことの重要性を指摘している。また利用価値のなかでも、材料の供給という側面

だけではなく、レクリエーションや環境学習などの利用価値についての重要性も指摘して

いる。今後は、都市部に特化した評価やマニュアルづくりも行なわれている。 

 上記にみるように、D2 では生態系サービスの経済的な評価を自覚的に利用しながら、そ

のバランスやコストについて地方自治体の政策決定者が、持続可能な経営に向けた具体的

な政策で意思決定を行なっていく際の説得材料を提供している。また各段階において、空

間的配置、経済評価、影響を受ける貧困層への配慮など、科学が政策に対してどのように

貢献を行なっていくのかを具体的に提示している。D2 に関しては、COP10 においても関

連する決議と行事が開催された。 も関連する決議は X/221となっている。 

  

                                                  
1 二つの重要な項目が入っている。一つ目は、「生物多様性のためのサブナショナル政府、

都市その他の地方自治体に関する行動計画(2011-2020)」（行動計画）であり、もう一方がそ

の進捗状況を測定していく、都市と生物多様性に関わるシンガポール指数(Singapore Index 
on Cities' Biodiversity)である。 
CBI と行動計画については、COP10 のなかでの決議文書のなかで採択されており、条約の

なかでの正式な文書であり、科学者による締約国へのインプットである TEEB とは性質が

異なる。 
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表 2-1 ローカル・地域政策に生態系サービスを反映させるための 6 つのステップ 

段階 戦略とツール 

ステップ 1 
政策の事項についてステーク

ホルダーと特定・同意する 

すべての重要な側面が考えられ、そして、意思決定や実施

段階での誤解を避けることを保障する。 

・ステークホルダーの初期的な分析と参加的評価手法によ

って政策的事項に関する様々な見方や意見というもの

を説明する。 

・エコバジェットといったマネジメントの枠組みによっ

て、公的に管理された場所に様々な生態系サービスに関

する懸念や事項についての主流化を推進する。 

ステップ 2 
も関連するサービスを特定

する 

初の評価時に、以下の質問について同僚と議論する。 

・どの生態系サービスが地域の社会や経済にとって重要か

・だれがそれに も依存するのか 

・どの生態系サービスが危険にさらされているのか 

・政策はそれにどのような影響を与えるのか 

ステップ 3 
情報のニーズを定義して、正

しい方法を選ぶ 

評価を始める前にどの生態系サービスについてどのよう

な情報が必要なのか決める。これは結果をどのように用い

ようとしているかに依存する。 

・定性的な描写；例えば、調整サービスや文化的サービス

について、人々の意識啓発のために必要となる 

・バイオフィジカルな特色；意思決定を助けるための異な

るシナリオのもとでの生態系の変化の傾向を見るとき

に必要となる 

・経済評価；支払いのスキームを精度良くするために、供

給サービスについてあてはめるときに必要となる 

ステップ 4 
生態系サービスを評価する 

生態系サービスを概念化するフレームワーク 

生態系サービスを評価するための手段 

空間的計画と環境評価についての分析を行うための生態

系サービスの選択肢 

マニュアル、道具、データベース（付録） 
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段階 戦略とツール 

ステップ 5 
政策の選択肢を特定し、評価

する 

評価からの知見は、様々な形で政策にインプットできる。

・処方的なプロセスのための議論に情報を共有する 

・費用便益分析のための基礎情報を提供する 

・マルチクライテリア分析のインプットを提供する 

ステップ 6 
分配の影響を評価する 

生態系サービスの利用可能性や分配の変化は、人々の依存

度によって異なる。これは時には隠れた効果（副作用）を

予測する必要がある。 

・依存度を決めるための持続可能な生計のアプローチ 

・貧困度の評価ツール 

 

 
参考資料：財団法人地球環境戦略研究機関ホームページ（2010 年 12 月 9 日時点） 

環境省自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室ホームページ（2010 年 12 月 9 日

時点） 
林希一郎（2009）生物多様性･生態系と経済の基礎知識 中央法規出版 
香坂玲・九里徳泰(2011) 都市政策の SR（社会的責任）科学―政策インターフェイスのからのア

プローチ サステナブル・マネジメント 
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(2) 行政向け報告書（TEEB D2） 

TEEB D2 の要旨を以下に整理する。 
 
■異なる地域での生態系サービスの役割 

―都市と公的管理（報告書 4 章）― 
都市は自然に依存する。そして、生態系サービスは費用対効果の高い自治体サービ

スを提供できる。ニューヨークやエクアドルのクート島では、飲料水を確保するため

に流域保全に関心を持っている。ブラジルのクリチバやインドのムンバイでは、緑地

を維持することで雨の流出や洪水抑制に対する費用対効果の高い方法として緑地を

維持することに関心を持っている。ウガンダのカンパラでは、危機に瀕している湿地

が、例えばその代わりとして建てられる排水処理場の工場と比べた場合に 200 万米ド

ルの排水処理機能を果たしていることが明らかになった。バンコクやオーストリアの

キャンベラでは木を植えることが大気の質を高め、都市生活の健康度や生活の質を高

めることがわかった。これらの場所は冷却機能やレクリエーション機能も果たしてい

る。 
 
―地方と自然資源の管理（報告書 5 章）― 

地域開発では、往々にして、市場価値の高い生態系サービスが促進されるが、実は

あまり目立たないが、調整サービスにその多くを依存している場合がある。ニカラグ

ア、コスタリカ、コロンビアでは、牧草地の管理を改善するために、草地、低木、木

が植えられた。そのことによって共同利益が生じた。このことは、生息環境特性を向

上させ、土壌の侵食を遅くし、その結果、隣接している森林に対する圧力を減少させ

て、農業者が以前にそうすることができたよりも長い間、同じ領域で牛を飼うのを許

容する。 
ブルキワハソの谷湿地では、開発の努力が農業に集中していた。湿地の価値が見直

され、80％以上が実は森林の製品 FODDER、漁業に貢献していることがわかった反

面、農業はそのうちの 3％に過ぎなかった。 
ベトナムの北沿岸地域では、70％が自然の災害によって危機に瀕しているが、地域

社会がマングローブ林を保全したことによって、自然の防波堤が確保され、人工物の

場合よりも効果の高い方策となった。110 万米ドルの投資は、人工物の場合と比べた

場合、年間 730 万米ドルに見積もられるコスト削減につながった。 
以上のような事例は、生態系サービスのメリットを慎重に調査することによって、

森林や漁業、農業、自然ツーリズム、自然災害への予防などの分野での管理をより良

くしていくことができることを示している。 
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―空間的計画と環境評価（報告書 6 章）― 
計画の枠組みや環境評価というものは、生態系サービスの観点をより積極的に取り

入れることが可能である。その見通しは、計画されたインフラ開発（ダムや道路）が、

地域住民や広域的な社会にどのような影響を及ぼすかを明らかにする。また、それは

生態系サービスを保護・維持する経済的なポテンシャルを特定する。 
インドネシアの Sumatra では、生態系サービスの空間的分析により、地域住民が

どの場所で植林を許可されるかを示している。また、カリフォルニアの Napa では、

洪水保持域の拡大と 適化により、洪水リスクの軽減に加えて、都市部の再活性化と

不動産価値の上昇をもたらしている。 
 
―保護地域（報告書 7 章）― 
生態系サービスへのフォーカスというのは、地域での保護区の統合されたマネジメ

ントにとって有益である。保全の地域のメリットというものを確保していくために、

周辺の景観と連結した形で保護区のマネジメントを行わなければならない。 
フィリピンの Tubbataha やマダガスカルの Velondriake では、海洋の防護地域は、

保護論者、漁業関係者、観光オペレータの中で異なった生態系サービスの利用のバラ

ンスをとり、調整することによって、地域住民の収入を向上させた。 
生態系サービスの分析では、だれがコストを負担し、だれがメリットを享受するか

が議論となる。中国では、地域ツーリズムのメリットというものが、ローカルの観光

利益の不平等な分布を特定して、ジャイアントパンダ保護の障害になっていることを

明らかにした。 
 

―支払い方式・市場に基づく手段― 
生態系サービスのための支払いメカニズムは、自然資本の良い管理に報いるインセ

ンティブを提供する。 
日本の豊岡では、支払いのスキームは、無農薬米の生産に従事する農業者に対しイ

ンセンティブを与える。これはかつて絶滅の危機にあったコウノトリ（今日では観光

客向けの重要な観光資源）を再び導入するのを助けた。エコラベルの機会（プレミア

ム化価格で有機米認証）は、米生産による地域の収入をも増加させた。 
ペルーの Moyobamba では、上流の農民に流域保全の代金を支払うため、改善され

た水供給に対する人々の支払意志額の評価が、受け入れ可能な地方の水料金の採択に

結びついた。 
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炭素市場は、経済と保全の機会を与える。コスタリカのタ

マランカ区の先住民は、炭素と生物多様性の地域市場からの

資金によりココア農園を再建する。それはココア生産をも増

加させる。ドイツのメクレンブルク=フォアポンメルン州で

は、地方政府が旧泥炭地の排水の復旧をサポートしている。

これらの地域の炭素回収・貯留は、農業から発生する収益を

超えることが期待されている。 
 
 

           TEEB for Local and Regional Policy Makers 

 
参考資料：TEEB ホームページ 

 
 
 
 
 
 
 
(3) 国連大学高等研究所報告書（UNU-IAS Policy Report*） 

 国連大学高等研究所が発行する報告書「Cities, Biodiversity 
and Governance: Perspectives and Challenges of the 
Implementation of the Convention on Biological Diversity at 
the City Level（都市、生物多様性とガバナンス：都市レベル

での生物多様性条約実施に向けた展望と挑戦）」（2010 年 10
月発行）の要旨を整理する。 
 
 
 
 
* UNU-IAS : United Nations University – Institute of Advanced Studies 
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■「Cities, Biodiversity and Governance: Perspectives and Challenges of the Implementation 

of the Convention on Biological Diversity at the City Level」の要約 

 
都市行政は、生物多様性条約を実行するために今以上に貢献しうる。なぜなら、2002

年の持続可能な開発に関する世界首脳会議中に政府が設定した生物多様性の損失を減ら

すという 2010 年目標は依然達成されていないからである。生物多様性の損失という課

題に取り組む都市による統治の必要性は増している。これは、過去数十年で都市の人口

が、特に発展途上国において急速に増加しているためである。都市の設計、計画、統治

の方法は、生物多様性に対する直接・間接的なインパクトの量に影響を与える。 
 
しかし、都市と生物多様性の相互作用のプロセスは、理論と実践双方においてまだよ

く理解されていない。今日、世界の人口の半数以上が都市に住んでいるため、CBD の実

現を進展させたいと思うのであれば、このギャップを埋めることが必要である。都市は

世界の資源を消費する中枢であり、その程度は将来にわたり増えていくことが予想され

るので、早急な対処が必要である。 
 
本レポートでは一般的な都市、都市行政及び生物多様性の関係を分析している。 初

に、都市が、都市境界の内外における生物多様性の損失又は保護を行うことによる主要

な影響を見ることにより、都市と生物多様性の関係、そして、生態系サービスの供給の

ように都市にとっての生物多様性保全の便益を調べている。さらに、一般的な手段と政

府のメカニズム、都市による効果的な CBD の実行について述べている。 
 
都市は、生物多様性と生態系サービスの 大の受益者の一部である。それは市民や経

済活動がこれらのサービスに依存していることからも明らかである。しかし、生物多様

性から受ける便益の量と都市の潜在的な貢献度と比較して、CBD プロセスへの都市の関

与は依然限定的といえる。それを改善するには多くの概念的な考え方や政治的障壁があ

り、我々は新規に事を立ち上げたり、生物多様性に適切に対処するための既存の保全戦

略や都市計画・管理の手法を変化させたりする必要がある。 
 
とはいえ、生物多様性の議題に対する都市の関心は急速に動いており、CBD の実行に

おいて都市が実務上の関与者になりうる多くの機会がある。より良い統治のメカニズム

を起こすためには、団体組織による大きな努力が必要となる。生物多様性条約を効果的

に実行できる都市レベルでの政府では、1 つの都市だけでなく、国際機関と都市を含む、

異なるレベルの政府からの、政府・非政府関係者に依存する。統治構造の重要なポイン

トは、個々の組織の能力だけでなく、関係者間の連携の強さである。 
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都市化は、生物多様性保全に対する新たな課題をもたらす。世界の人口の大部分が農

村部から都市部へと流出するにつれ、人間活動と生物多様性の関係が変化し、そして、

結果として、我々が考えるべき生物多様性保全方策のあり方も変化する。都市内部だけ

でなく、遠く離れた場所において、都市がより生物多様性に配慮する方法を理解するの

に十分ではない注意を与えた。 
 
都市が、都市の境界を超えて、生物多様性保全をサポートするためにより良い統治の

メカニズムを作成できるかという理解が、CBD を実行する上で重要である。関係者、手

段、プロセスは、まだ完全に都市と生物多様性の議題を前進させるに十分な理解が進ん

でいない。レポートでは、世界レベル、国家レベル、ローカルレベルで政策の基礎をつ

くり、都市における生物多様性の議題を前進させるためにいくつかの実用的な識見を与

えるために、都市と政府、生物多様性の関係の概念的な考え方の研究の必要性を論じて

いる。 
 
参考資料：国連大学高等研究所ホームページ 
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２－２．都市計画・まちづくりと生物多様性 

 
 なぜ生物多様性や生態系サービスが、都市計画やまちづくりに関係してくるのか。都市

部以外の農山村などの地域社会で配慮すれば十分ではないか、都市の機能と生態系は両立

するのかといった疑問もわいてくる。 
ここでは、都市における都市計画とまちづくりにおいて、人口圧力、ブランド、周辺地

域とのつながりという三つの観点から積極的に生物多様性に配慮し、少なくとも関心を持

っていく必要があることを論じる。なお、以下に示す内容は「香坂玲（2010） 都市にお

ける生物多様性・生態系サービスを考える ローカルな政策と科学の対話の課題 都市計画 
287 Vol.59No.5 pp. 9-12」でも発表している。 
 
 
(1)人口圧力・都市環境の悪化の緩衝剤として 

 アジアの発展途上国と中国を中心に、世界的現象となっている都市人口の増加は緊急の

課題となっている。折しも 2007 年は、都市部で生活をしている人口が世界人口の半数を占

めるに至った画期的な年であった（国際連合人間居住計画[UN-HABITAT], 2006）。同報告

書では、2050 年には世界人口の 3 分の 2 が都市に居住すると予測しており、人口 1000 万

人以上のメガ・シティがアジア地域を中心に増加していく傾向にあるとしている。人口が

増えるに従い、地域社会だけではなく都市が生態系に与える影響、或いは都市と生態系の

関わりについての議論が、国際的にも盛んになってきている。 
このように人口の増加という圧力を抱える多くの都市では、各自治体が、住民との距離

が短いという利点を活かしながら、生物多様性と生態系の保全や活用について意思決定を

行っていく必要がある。 
我が国においては、人口増加の影響とは逆の傾向、即ち人口の減少とそれに伴う影響（コ

ンパクト化、移動人口の減少等）を前提とする都市計画等が議論されている。その一方で、

地域の山間部や流域の農山村が荒廃し、文化的な価値の損失に加えて、防災や物質の供給

の面からも悪影響がある。 
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(2)まちづくりのブランドとして  

近、銀座、自由が丘、名古屋市丸ノ内などの都市部で、ビルや施設の屋上でミツバチ

を飼い、ハチミツや野菜などの栽培を試みるプロジェクトが注目を集めている。「自分たち

が住んだり、いつも通ったりする場所で採れる食を通じて生態系について感じて欲しい」

という問題意識から出発している。生物多様性が、まちのブラントづくりにも貢献してい

る例となっている。 
その他の事例として、豊岡市のコウノトリは、シンボルとしての観光資源であると同時

に、コウノトリを利用した有機栽培の米、あるいはその米から造られた日本酒などが高い

価格（プレミアムが付いて）販売されている。 
他にも経済学の分野では、緑地からの距離に応じて不動産価値にどの程度の変動がある

かを測定している。日本の場合は、電車の駅からの距離が決定的な要因となることが多い

が、海外の事例では緑地やウォーターフロントなどからの距離と不動産価値とに相関があ

ることが確認されている。生態系や動植物が、住民の生活の質感を通じて不動産や都市空

間にも影響を及ぼしていることを確認する先駆的な試みといえる。 
 
 
 

(3)防災・都市インフラとして  

 実際に都市が利用する生態系は、都市部内の生態系に留まらず、都市部の生活を支える

エネルギー、水などの循環は周辺地域にも広がっており、流域や隣接地域との関係性が重

要となる。また、雨や雪などの水、大気の循環には、都市部に近接する緑地や森林が、気

候の形成や急激な変化へのクッションの役割を果たしていることが多い。そのような循環

や調整の役割を担っている生態系は、都市生活の基盤の一つといえる。 
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(4)生態系サービスと都市計画・まちづくり 

 以上のように、人間が生物多様性や自然から受ける恩恵を総称して「生態系サービス」

と呼んでいる。その分類にはさまざまなタイプがあり、都市計画やまちづくりとも関係し

てくる。 
まず、生態系が食物、木材、水などの物資を生み出すような機能を「供給サービス」と

呼んでいる。都市での生活ではなかなか実感しづらいが、微生物などの遺伝資源は薬品、

洗剤、食品などで利用されており、生物多様性から供給されるサービスは生活の隅々にま

で及んでいる。食糧やエネルギー源などの生活必需品についても、都市部外から流れ込ん

でいるものが多く、それ無しには都市部の生活は成立し得ない。もちろん、ミツバチの例

が示すように工夫次第では都市部内で食料などを得ることも可能である。ただ現実には、

ほとんどの物資やエネルギーの供給源は都市部の外であり、都市部の生活は都市部外の生

態系と直結している。 
都市での生活と生態系の関わりをより具体的に示すものとして、都市公園や緑地の存在

がある。都市公園や緑地は、近隣の住民や勤労者にとって生活の質感を左右する要素とな

り、子供の教育や活動の場としても極めて重要であり、先ずはレクリエーションや文化の

観点からの関わりが挙げられる。「文化的サービス」などと呼ばれるこのような機能は、一

般の市民にとって休日の過ごし方などにも関係しており、分かりやすい概念となっている。

また、緑地の存在によって地価が上がるといった現象も見られ、レクリエーションの価値

は土地や地域の経済価値にも影響を及ぼす。実際に、里山や動植物園の経済価値などを測

定した事例研究なども行われている（筆者研究成果を付録 3 に添付）。 
また、都市部の林、緑地、土壌の存在は、急激な降雨、或いはヒートアイランド現象を

含む気温の上昇などに対してクッション、緩衝の役割を果たしており、気候や生活環境の

制御や調整の面での関わりもある。このような気候や雨量の調整や急激な変化を和らげる

機能は、「調整・制御サービス」と呼ばれている。 
この他にも土壌を作る、エネルギーや栄養などを循環させるといった「基盤サービス」

がある。供給、文化、調整・制御、基盤の各々の生態系サービスが我々の安全や健康に（程

度の差はあるものの）関わっていることを、2005 年に公表されたミレニアム生態系評価は

概念的に整理している。 
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２－３．観光と生物多様性 

 
世界観光機関(UNWTO)では、生物多様性と観光に関わる指数づくりについて、モニタリ

ングの領域のなかで議論をしている。指数の役割と例示されている指標についてみていこ

う。 

 

 指数は、全ての要素が予定通り進んでいるのか、あるいは、そうではないのかを図る上

での兆候を示している。指数は、そもそもシンプルで計測可能でなければならなし、同時

に関係者が共通の理解をできるものでなければならない。 

 時間軸で比較していくことによって、環境の保全だけではなく、地域社会にとっての経

済的な便益など、環境、社会、経済の変化と製品の変化というものを図っていかなければ

ならない。 

 UNWTO における指数（表 2-2）を見ると、都市部という文脈に限っての議論ではない

ので、カヤックなどは必ずしも都市部で行なわれるわけではない。また、国連の報告書な

ので、地域開発等を念頭において、発展途上国で重要となる雇用や職種についての議論が

指数として例示されており、名古屋市での生物多様性などを議論する上で、そのまま適用

できる指数とはなっていない。 
 ただし、生物多様性の環境だけを取り出すのではなく、「環境」、「社会・文化」、「経済」

を同じように位置づけていくことは重要となる。観光に関わる領域においても、生物多様

性を題材として、どのような製品やサービス業によって、どのような収入が生まれ、何人

の雇用を生み出しているのかという、経済や雇用に関する指数も、環境に関わる指標と同

じレベルで位置づけて注視していかなければならないという指摘は、名古屋市における施

策を考える上でも重要だ。 
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表 2-2 世界観光機関(UNWTO)における指数 

活動・製品名 自然環境の指数 社会・文化の指数 経済の指数 
森林でのトレ

ッキング 
 特定種を見つけた

回数 
 土壌侵食のレベル

 水質 
 植生の変化 

 地域住民の収入 
 地域住民・コミュ

ニティの雇用 

 収入 
 販売された製品数

カヤッキング  特定種を見つけた

回数（固有・導入

種） 
 自然の動植物の変

化 
 水質 
 浸食 

 地域住民の収入 
 地域住民・コミュ

ニティの雇用 
 水質処理の施設／

方法 

 収入 
 販売された製品数

 製品の社会経済的

な価値 
 

文化と人工物

の遺産 
 混雑 
 現地の自然な状態

 劣化 
 健康被害 
 口外 
 環境容量 

 地域住民の収入 
 現地での破壊的な

行動 
 犯罪率 
 使用する強度（頻

度） 

 収入 
 安全性の欠如 

 

バードウォッ

チング 
 ツアー中に観察さ

れた鳥の数 
 鳥の生息地の変化

 狩猟者がツアーガ

イドに転職する率

 目的地での狩猟者

の数 

 販売された関連ツ

アー 
 地元ガイドの数 
 ガイド・アテン

ド・調理人として

の地域コミュニテ

ィの収入の増加 
 

世 界 観 光 機 関 (UNWTO)  (2010)  Practical Guide for the Development of 
Biodiversity-based Tourism Products p.29 より 
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２－４．名古屋市と生物多様性 

 
(1) 観光と生物多様性 

 名古屋市と生物多様性について、「観光」の観点からその関わりを見てみる。 
 名古屋市における観光客に人気の訪問地は、熱田神宮、東山動物園、水族館であり、い

ずれも生物多様性に関わりが深い資源である。多くの初詣客が訪れる熱田神宮は、例年ト

ップの入場者数を誇り、２位の東山動植物園、３位の名古屋港水族館はともに約 200 万人

の入場者がある。名古屋市における主要な観光資源は生物多様性と深い関わりを持ってお

り、観光という観点からも都市と生物多様性に関する指数を検討する必要があると考えら

れる。 
 

表 2-3 施設別の入場者数（上位 10 施設） 
単位：人 

施設名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度

熱田神宮 6,465,460 6,547,860 6,235,956 6,512,112 6,417,500 

東山動植物園 1,735,184 1,650,336 2,020,314 2,319,341 2,201,822 

名古屋港水族館 1,759,536 1,663,186 1,927,274 2,116,681 1,907,127 

名古屋城 994,994 1,984,187 1,096,137 1,196,500 1,246,279 

農業文化園・戸田川緑地 658,225 642,757 712,288 691,262 938,998 

シートレインランド 728,142 600,388 707,572 731,388 690,717 

愛知県美術館 629,283 1,222,438 761,088 803,967 682,896 

名古屋市農業センター 713,839 669,831 622,769 612,259 630,033 

名古屋市科学館 615,425 486,104 614,577 618,956 607,864 

名古屋港 203,434 202,177 195,639 643,632 586,788 
参考資料：名古屋市ホームページ「名古屋市観光戦略ビジョン（案）」（2011 年 2 月時点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

0

100

200

300

400

500

600

700

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

（万人）

熱田神宮 東山動植物園 名古屋港水族館



17 

 
都市部、地域を問わず、農林業が行われる土地であれば、かつては所有者などによる農

作物、木材の「生産」に当然主眼があった。ただし、近年、近隣などの住民による生態系

や生物多様性へのニーズは多様化している。水源涵養機能、二酸化炭素など温暖化物質の

貯蔵、 近では景観やレクリエーション機能に大きな注目が集まるようになってきている。 
生物多様性や生態系の恵みの受益と負担が自動的に調整されるよう、このような変化に

対応していくため、国、都道府県、そして市町村などの基礎自治体においても、政策と対

応が求められている。森林、水田、農地などの管理についてはさまざまな先行研究が行わ

れている。より直接的に、動植物園についても、訪問者がどのような嗜好やニーズを持っ

ているのかについての情報収集は不可欠となる。特に名古屋市内で、生物多様性に接する

機会が多い、水族館や東山の動植物園での議論は重要となる。 
そこで、本報告書の付録 3 として、東山動植物園での住民のニーズに関する調査結果と

して、香坂・荒木（2010）と香坂・坂上(2011)を掲載する。 
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(2) 食（地産品）と生物多様性 

次に、名古屋市と生物多様性について、「食」の観点からその関わりを見てみる。 
「名古屋市観光戦略ビジョン（案）」によれば、名古屋市が平成 20 年度に実施したイン

ターネットアンケート調査では、名古屋の観光資源の中で「なごやめし」*や名古屋城をは

じめとする「尾張徳川家ゆかりの足跡や遺産」「熱田神宮」の認知度が全国的にも高く、そ

れぞれの施設への訪問意向も高くなっていた。実際の訪問・体験状況や今後訪れたい場所

なども、これらの観光資源が中心となっている。さらに、平成 21 年度に実施された「名古

屋の観光に関する満足度調査」においても、観光客の多くが名古屋市の印象を「満足」と

回答し、その理由として「歴史的な施設」や「なごやめし」を挙げている。 
「なごやめし」をはじめとして、 近では全国各地で「地産地消」、「ご当地グルメ」が

観光地の新たな活性化方策となっているように、地域に根付いた「食」が地域の観光振興

をもたしている。その一方で、地域で収穫される農産物等から加工・製造される地産品は、

地域の豊かな生物多様性によって支えられているという側面も併せ持っている。都市と生

物多様性に関する指数を検討する上では、地産品と生物多様性の関係性についても注視す

る必要がある。 
 
 
 

 
*なごやめし：名古屋から東京へ進出した飲食企業の提供した「味噌カツ」などが人気を博し、これをきっ

かけとして平成 14 年頃から東京を中心に「なごやめし」という言葉が使われるようになっ

たと言われている。愛知万博の開催でこの地域への注目度が高まるとともにブレイクし、地

域の「食」が「なごやめし」として全国的にも認知されていった。豆味噌料理「味噌カツ」

や「味噌煮込みうどん」、「ひつまぶし」、「手羽先」、「きしめん」、「あんかけスパ」、「天むす」

など多彩なメニューがある。 
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３．他都市での取り組み 
 
３－１．川崎市の事例 

川崎市では、市が直面する政策課題について国内外の先進事例を通じて研究し、総合的・

横断的視野から職員の政策形成能力の向上及び研究成果の具現化を図ることを目的として

「政策課題研究事業」を実施しており、平成 22 年度は「国際社会から見た川崎市の生物多

様性のあり方の研究」をテーマに研究がなされている。平成 22 年度政策課題研究報告書に

おいて、川崎市における生物多様性のあり方の政策提言の一つとして提案されているのが、

「川崎市版生物多様性評価手法（かわさきインデックス）」である。 
かわさきインデックスは、都市における生物多様性評価手法については CBI を参考にし、

評価結果の表現方法についてはドイツやオランダで実施されている評価結果を地図等で視

覚化する取り組みを参考にして作成されている。 
かわさきインデックスにおいて、特に参考となる視点を抜粋して整理する。 
 
 
・ 都市における生物多様性の評価は、自然的条件だけにとらわれず、人と自然との関わ

りなどの社会的条件や、現在行われている生物多様性への取組などをバランスよく評

価項目に採用することにより、様々な視点から、総合的に生物多様性を評価する仕組

みを確立することが重要である。 
・ CBI は全市域を対象とした総合得点のみで評価するスタイルをとっているが、かわ

さきインデックスでは市内で異なる土地利用形態に応じて地域ごとに評価する仕組

みを提案している。 
・ 身近な自然体験を注視した評価項目を設けている。具体的には、小中学校などの教育

機関で見られる活発な先進的な環境教育活動や、街区公園で見られる愛護会活動など

の取組の有無等。 
・ CBI 原案を参考にしつつも、把握が可能と想定できる範囲で、川崎市の住民が受け

ている生態系サービスを測定するのにより適していると考えられる評価項目の新設

を試みている。その一つが、「食」に関する評価項目である。「地産地消の販売店の有

無」と「市民農園・体験農園の有無」を評価項目として設定している。 
 
参考：「地球のいのちをつなぐまちをめざして～国際社会から見た川崎市の生物多様性のあり方の研

究～」（川崎市総合企画局自治政策部（2011.3）） 
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表 3-1 かわさきインデックス（案） 
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（出典）川崎市総合企画局自治政策部（2011.3）「地球のいのちをつなぐまちをめざして～国際社会から見

た川崎市の生物多様性のあり方の研究～（平成 22 年度政策課題研究報告書）」 



22 

 
３－２．練馬区の事例 

練馬区では、緑被率の減少を背景として、この数年、都市の生き物に着目した事業を展

開している。特に、生き物のネットワークだけでなく、市民と市民、市民と生き物、市民

と行政というように、様々な主体のネットワークを重視しており、これらのつながり全般

が都市におけるエコロジカルネットワーク「いきものつながり」とする考え方で取り組ん

でいる点が特徴的である。 近は「生き物系事業」として各種事業に取り組んでおり、い

ずれも市民参加を基軸にして動植物の生育・生息の実態など野生生物に関する情報を調査

することに事業の起点を置いている。以下にその概要を整理する。 
 

表 3-2 練馬区における生き物系事業 

事業名称 取り組み概要 
①区立石庭の森緑地開設

にともなう動植物調査

と植物ホームスティ 
（実施年度：2006～2008 年） 

・区が「石庭の森緑地」の敷地を公園化するに先立ち、ワーク

ショップなどを通じ、動植物の現況調査や施設配置計画を周

辺市民と市民組織「練馬みどりの機構」が中心となり実施。

・併せて、表土や植物を自宅に避難させる「植物ホームスティ」

などを実施。 
・現在は市民が公園管理を実施。 

 
     写真：植物ホームスティの返還の様子 

※写真は（財）練馬区都市整備公社 練馬まちづくりセンター 岩崎哲也氏提供

②憩いの森等の動植物調

査とカルテづくり 
（実施年度：2006 年～） 

・民有公開緑地（名称：憩いの森等）の将来的なあり方を検討

するために必要な基本資料とすることを目的に市民による動

植物調査を実施。 

 
     写真：動植物の観察調査（森のカルテづくり） 

※写真は（財）練馬区都市整備公社 練馬まちづくりセンター 岩崎哲也氏提供
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事業名称 取り組み概要 

③練馬区自然環境調査「ね

りまの生きものさがし」

（実施年度：2006 年～） 

・2009 年度より専門家による野生生物調査を実施。2010 年度か

らは「ねりまの生きものさがし」調査員を募集し、地域の環境

を代表する動植物種に限定して市民調査を実施。 
④練馬区ビオネット「い

きものつながり」 
（実施年度：2008～2010 年） 

・各取り組み主体のつながりの悪さが原因で環境保全が望まし

い方向に進まないとの問題意識から、（財）練馬区都市整備公

社 練馬まちづくりセンターが中心となり、市民活動家、市民

活動の実務経験者、学識経験者、専門コンサルタント、区の

各課担当者らとともに検討会、学習会等を実施。 
・図 3-3 に示すような生活空間ごとに生き物を呼ぶアイデアを

まとめた。 
⑤まちづくり活動助成事

業テーマ部門「いきも

のまちづくり」 
（実施年度：2008 年～） 

・（財）練馬区都市整備公社 練馬まちづくりセンターにおいて、

2008 年度より市民活動の助成事業にテーマ部門「いきものま

ちづくり」を設置。市民活動のうち野生の生き物をテーマに

した活動に対し助成を行っている。 
参考資料：「岩崎哲也（2010） 練馬区におけるエコロジカルネットワーク～いきものまちづくり、いきも

のつながり～ 都市計画 287 Vol.59No.5 pp. 9-12」 
 
図 3-1 エコロジカルネットワークのアイデアを組み込むイメージ「いきものヶ丘」 

 

※図面は（財）練馬区都市整備公社 練馬まちづくりセンター 岩崎哲也氏提供 
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３－３．シンガポールの事例 

 
(1) CBI の開発 

CBI は、2008 年 5 月、シンガポール政府により COP9 閣僚級会合にて提案されたもので

ある。2009 年 2 月に第 1 回専門家ワークショップがシンガポールで開催され、2009 年 12
月にユーザーズマニュアルがとりまとめられた。2009 年 12 月発表の第 1 版で 15 都市が試

行し、2010 年 9 月に改定版を発表した。その後も幾つかの都市より試行結果のフィードバ

ックや改善提案が出ており、継続的改善が進められている。 
 
 

(2) CBI の概要 

2011 年 1 月時点の CBI は、「Ⅰ都市のプロフィル」と、「Ⅱ指標」で構成されている。指

標は、「在来の生物多様性」（10 指標）、「都市内の生態系サービス」（4 指標）、「生物多様性

の統治と管理」（9 指標）で構成されている（表 3-3、3-4）。 
2011 年 1 月時点の 新版 CBI と、2010 年 1 月時点の旧版 CBI の主な変更点は以下のよ

うにまとめることができる。詳細は、CBI の新旧比較表（表 3-5）に示すとおりである。 
 
・ 「自然・半自然地域の生態系の多様性」（旧版指標 2）：指標の変数である生態系の数

は中期的には有意に変化しないため削除。代わりに、新設の「Ⅰ都市のプロフィル」

へ移行。 
・ 「自然・半自然地域の平均パッチサイズ」（旧版指標 3）：生態系の断片化ではなく、

連結化または生態系ネットワークに関する項目を変数とする指標に修正。 
・ 「在来種数」（旧版指標 5～9）：都市間の公平性を保つため、変数を「種数」から「種

数の変化」に修正。 
・ 「市の水供給予算に対する浄水費用の割合」（旧版指標 12）：指標を水量の調節に修

正。 
・ 「炭素貯留」（旧版指標 13）：植生による炭素固定と冷却効果を間接的に評価するた

め、樹冠（樹木の着葉部）に覆われる面積を変数とする指標に修正。 
・ 「公園・保護区への 1 人当たり訪問回数」（旧版指標 14）：公園と保護区では環境容

量 carrying capacity が異なり（環境容量は保護区の方が小さい）、訪問回数の増加が

必ずしも望ましい結果と結びつかないとの理由から削除。 
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表 3-3 CBI の詳細①（2011 年 1 月現在） 
Ⅰ．都市のプロフィル 

ⅰ）気候 ⅱ）面積 ⅲ）人口、人口密度 ⅳ）経済指標 ⅴ）物理的特徴（地形、不透水面積ほか） 

ⅵ）生物多様性の特徴…市内の生態系の種類，市内の在来種の数（植物／鳥類／蝶類／自由選択 2分類）ほか

ⅶ）生物多様性の管理 ⅷ）関連サイトへのリンク 

Ⅱ．指  標 （＠4 点×23 項目＝92 点満点） 

在来の生物多様性 生物多様性の統治と管理 

1．自然地域の割合 

自然地域総面積 ÷ 都市の総面積 

[(0)1%未満,(1)1-6%,(2)7-13%,(3)14-20%,(4)20%超] 

2．脱断片化（連結化または生態系ネットワーク） 

連結された自然地域の総面積 ÷ 自然地域の総面積 

パッチ間距離 100m 未満は連結とみなす。 

連結の定義は各都市で決定。 

[スコア区分：検討中] 

3．在来種の数（市街地内の鳥類） 

[スコア区分: 検討中] 

4～8．在来種の数の変化（植物/鳥類/蝶類/自由選択 2 分類）

[(0)0 種以下,(1)1 種,(2)2 種,(3)3 種,(4)4 種以上] 

9．保護されている自然地域の割合 

保護・担保されている自然地域面積 ÷ 都市の総面積 

法的な保護地域のほか、行政的な担保も含む。 

[スコア区分: 検討中] 

10．侵略的外来種の割合（分類群は自由選択） 

侵略的外来種の数 ÷ 在来種の数 

[(0)30%超,(1)21-30%,(2)11-20%,(3)1-10%,(4)1%未満] 

15．生物多様性への予算配分 

生物多様性関係の予算額 ÷ 都市の予算総額 

人件費，運営費，生物多様性関連事業経費を含む 

[スコア区分: 検討中] 
16．生物多様性プロジェクトの年間実施件数 

＊種の保存・回復，多様性調査，多様性向上・復元など

のプロジェクト，グリーンサービスの調達など。 

 （自治体だけでなく企業・NGO などの取り組みを含む）

[スコア区分: 検討中] 
17．生物多様性戦略・行動計画 

(0) 生物多様性地方戦略・行動計画なし 

(1) 地方戦略・行動計画あり（国家戦略との連携なし）

(2) 同（国家戦略と連携あり、条約イニシアチブ含まず）

(3) 同（同、1-3 の条約イニシアチブを含む） 

(4) 同（同、4以上の条約イニシアチブを含む） 

18．組織能力（生物多様性に関する基本的機能の数） 

＊生物多様性センター，植物園，植物標本館，動物園，

動物学博物館，昆虫館など「機能」の数（施設数では

ない） 

[(0)0,(1)1,(2)2,(3)3,(4)4 機能以上] 

19．組織能力（部局間協力の機関数） 

[(0)1-2,(1)3,(2 )4,(3)5,(4)6 機関以上]  

20．パートナーシップ（公式･非公式の日常的協議プロセス）

[(0)なし,(1)検討中,(2)計画中,(3)準備中,(4)あり] 
21．パートナーシップ（提携機関･企業･ＮＧＯの数） 

[(0)0,(1)1-6,(2)7-12,(3)13-19,(4)20 以上] 
22．教育と啓発（学校カリキュラムへの生物多様性の組込）

[(0)なし,(1)検討中,(2)計画中,(3)準備中,(4)あり] 
23．教育と啓発（アウトリーチ、啓発イベントの年間回数）

[(0)0,(1)1-59,(2)60-149,(3)150-300,(4)300 回超] 

都市内の生態系サービス 

11．水量調節 

透水域の総面積 ÷ 都市の陸地総面積 

[スコア区分: 検討中] 

12．気候調節（植生による炭素固定と冷却効果） 

樹冠面積 ÷ 都市の陸地総面積 

乾燥地の都市は自由選択 

[スコア区分: 検討中] 

13．自然地域を含む公園および保護･担保されている自然

地域の面積（人口千人あたり） 

[(0)0.1ha 未満,(1)0.1-0.3ha,(2)0.4-0.6ha,(3)0.7-0.9ha, 

(4)0.9ha 超] 
14．自然地域を含む公園および保護･担保されている自然

地域への 1人あたり年間訪問回数（16 歳未満、公教育目的）

[(0)0 回,(1)1 回, (2)2 回, (3)3 回, (4)3 回超] 
(注)  ［スコア区分：検討中］については、20 都市以上のデータをもとに検討すべく、データ提供が呼びかけられて

いる。 

(参考) 「CBI ユーザーズマニュアル」全文： http://www.cbd.int/authorities/gettinginvolved/cbi.shtml 
URBIO2010 における CBI ワークショップ報告： http://www.cop10.jp/citysummit/seibutu.html 
CBI 第 1 次案に対する名古屋市の改善提案： 上記の添付ファイル（末尾） 

地方自治体と生物多様性に関する愛知・名古屋宣言： http://cop10.jp/citysummit/index.html 
COP10 決議の全文： http://www.cbd.int/nagoya/outcomes 
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表 3-4 CBI の詳細②（2011 年 1 月現在） 
PartⅠ： 都市のプロフィル Profile of the City 

ⅰ) 場所（地理座標、気候帯、気温、降水量、その他） 

 ⅱ) 規模（面積） 

 ⅲ) 人口（人口、人口密度） 

 ⅳ) 経済指標 

 ⅴ) 物理的特徴（地形、不透水面積ほか） 

 ⅵ) 生物多様性の特徴 

     市内の生態系の種類 

cf．Habitat Authority File (http://intranet.iucn.org/webfiles/doc/SSC/RedList/AuthorityF/habitats.rtf)  

     市内の在来種の数（維管束植物／鳥類／蝶類／自由選択 2 分類） 

     個体数に関する定量データ、生物多様性関連の定性データ 

ⅶ) 生物多様性の管理 

 ⅷ) 関連サイトへのリンク 
PartⅡ： 指 標 Indicators of the City Biodiversity Index  （4 点×23 項目＝92 点満点）

在来の生物多様性  Native Biodiversity in the City  （10 項目） 

（1）自然地域の割合 

自然地域総面積 ÷ 都市の総面積 

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

1%未満 1-6% 7-13% 14-20% 20%超
 

（4-8）在来種の数の変化 

（維管束植物／鳥類／蝶類／自由選択 2 分類）

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

0 種以下 1 種 2 種 3 種 4 種以上
 

（2）脱断片化（連結化または生態系ネットワーク） 

連結された自然地域の総面積 ÷ 自然地域総面 

パッチ間距離 100M 未満は連結とみなす。 

連結の定義は各都市で決定。 

＊スコア区分は検討中 

（9）保護されている自然地域の割合 

保護・担保されている自然地域面積 ÷ 都市の総面積

法的な保護地域のほか、行政的に担保されてい

る地域も含む。 

    ＊スコア区分は検討中 
（3）在来種の数（市街地内の鳥類） 

    ＊スコア区分は検討中 

（10）侵略的外来種の割合（分類群は自由選択） 

    侵略的外来種の数 ÷ 在来種の数 

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

30%超 21-30% 11-20% 1-10% 1%未満
 

都市内の生態系サービス  Ecosystem Services Provided by Biodiversity in the City  （4 項目） 

（11）水量調節 

透水域の総面積 ÷ 都市の陸地総面積 

＊スコア区分は検討中 

（13）自然地域を含む公園および保護・担保されて

いる自然地域の面積（人口千人あたり） 

 

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

0.1ha 未満 0.1-0.3ha 0.4-0.6ha 0.7-0.9ha 0.9ha 超
 

（12）気候調節（植生による炭素固定と冷却効果）  
樹冠面積 ÷ 都市の陸地総面積 

乾燥地の都市においては、自由選択。 

＊スコア区分は検討中 

（14）自然地域を含む公園および保護・担保されて

いる自然地域への 1 人あたり訪問回数（16 歳

未満、公教育目的） 

 

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

0 回/年 1 回/年 2 回/年 3 回/年 3 回超
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生物多様性の統治と管理 Governance and Management of Biodiversity in the City  （9 項目） 

（15）生物多様性への予算配分 

生物多様性関係の予算額 ÷ 都市の予算総額 

人件費、運営費、生物多様性関連事業経費を含む

＊スコア区分は、検討中。 

(20)公式・非公式の日常的な協議プロセス 

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

なし 検討中 計画中 準備中 あり 
 

(16)生物多様性プロジェクトの年間実施件数 

＊種の保存・回復プロジェクト、多様性調査プロジェク

ト、多様性向上・復元プロジェクト、グリーンサービス

の調達など。 

  （自治体だけでなく、企業や NGO などの取り組みを

含む） 

＊スコア区分は、検討中。 

（21）提携している機関・企業・ＮＧＯの数 

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

0 1-6 7- 2 13-19 20 以上

 

 

（17） 生物多様性戦略・行動計画  

0 点 生物多様性地方 略・行動計画なし 

1 点 地方戦略・行動計画あり （国家戦略との連携なし） 

2 点 同（国家戦略と連携あり、条約イニシアは含まず） 

3 点 同（国家戦略と連携あり、1-3 の条約イニシア含む） 

4 点 同（国家戦略と連携あり、4 以上の条約イニシア含む）
 

(22)学校カリキュラムへの生物多様性の組込み 

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

なし 検討中 計画中 準備中 あり 
 

(18)生物多様性に関する基本的機能の数 

＊生物多様性センター、植物園、植物標本館、動物園、動物学

博物館、昆虫館など「機能」の数（施設数ではない） 

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

0 1 機能 2 機能 3 機能 4 以上
 

（23）アウトリーチ、啓発イベントの年間回数 

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

0 1-59 回 60-149 回 150-300 回 300 回超
 

（19）部局間協力の機関数 

0 点 1 点 2 点 3 点 4 点 

1-2 機関 3 機関 4 機関 5 機関 6 以上
 

(注) 上記は、抄訳である。 

ユーザーズマニュアル全文は… http://www.cbd.int/authorities/gettinginvolved/cbi.shtml 
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表 3-5  CBI の新旧比較表 
 最新版（2011 年 1 月時点） 旧版（2010 年 1 月時点） 

 都市のプロフィル 

―  気候、面積、人口、人口密度、経済指標、物

理的特徴、生物多様性の特徴、生物多様性

の管理、関連サイトへのリンク 

 在来の生物多様性（指標数：10） 都市の在来の生物多様性（指標数：11） 

1.自然地域の割合 1.自然・半自然地域の割合 

（削除） 2.自然・半自然地域の生態系の多様性 

 2.脱断片化（連結化または生態系ネットワーク） 3.自然・半自然地域の平均パッチサイズ 

3.在来種の数（市街地内の鳥類） 4.在来種の数（市街地内の鳥類） 

4～8.在来種の数の変化（植物/鳥類/蝶類/自由

選択 2 分類） 

5～9.在来種数（植物/鳥類/蝶類/その他 2 分

類） 

9.保護されている自然地域の割合 10.保護地域の割合 

10.侵略的外来種の割合 11.侵略的外来種の割合 

 都市内の生態系サービス（指標数：4） 生態系サービス（指標数：5） 

11.水量調節 12.市の水供給予算に対する浄水費用の割合

12.気候調節（植生による炭素固定と冷却効果） 13.炭素貯留 

 （削除） 14.公園・保護区への 1 人当り訪問回数 

13.自然地域を含む公園および保護・担保され

ている自然地域の面積（人口千人あたり） 
15.公園・保護区の 1 人当り面積 

14.自然地域を含む公園および保護・担保され

ている自然地域への 1 人あたり年間訪問回

数（16 歳未満、公教育目的） 

16.教育目的で 16 歳未満の子どもが公園・保

護区を訪問した回数 

 生物多様性の統治と管理（指標数：9） 生物多様性の統治と管理（指標数：9） 

15.生物多様性への予算配分 17.生物多様性プロジェクトの予算割合 

16.生物多様性プロジェクトの年間実施件数 
18.生物多様性プロジェクト、プログラムの年間

件数 

17.生物多様性戦略・行動計画 19.生物多様性地域戦略 

18.組織能力（生物多様性に関する基本的機

能の数） 
20.組織能力（専門機関の数） 

19.組織能力（部局間協力の機関数） 21.組織能力（部局間協力の数） 

20.パートナーシップ（公式･非公式の日常的

協議プロセス） 
22.パートナーシップ（協議プロセスの存在） 

21.パートナーシップ（提携機関･企業･ＮＧＯの

数） 

23.パートナーシップ（パートナーシップの存

在） 

22.教育と啓発（学校カリキュラムへの生物多

様性の組込） 

24.教育と啓発（学校カリキュラムへの生物多

様性の組込） 

23.教育と啓発（アウトリーチ、啓発イベントの年

間回数） 

25．教育と啓発（アウトリーチプログラムや啓発

イベントの回数） 
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４．なごや指数に関する提案 

 
「生態系と生物多様性の経済学」（TEEB）や世界観光機関（UNWTO）は、生物多様性

の一側面だけを評価するのではなく、レクリエーションや環境学習などの利用価値も含め

て評価することの重要性や、「環境」と「社会・文化」・「経済」といった評価項目を同じよ

うに位置づけていくことの重要性などを示している。また、CBI や川崎市で研究されてい

る「かわさきインデックス（案）」においても、生態系そのものだけではなく、都市に供給

される生態系サービスや生態系保全に対する都市の活動などを評価の対象としている。 
名古屋市における独自の生物多様性指数を検討する上でも在来の生物多様性に関する指

数に加えて、生態系サービスや生態系保全に対する都市活動といった総合的な観点から評

価項目を設定することが必要といえる。 
とりわけ、DID 面積比率が 84％と市域の大部分が市街地である名古屋市においては、生

物多様性の維持・向上に努めようとする取り組みや、人工的な自然を創出しようとする取

り組みを評価するなど、都市生態系の実態に見合った指数開発が必要である。2-4．で触れ

たように、名古屋市においては「観光」や「食」の観点から当該市の生態系の実態を反映

可能な指数を設定することが必要であると考える。 
観光の観点では、近年、「エコツーリズム」や「グリーンツーリズム」などその土地の自

然を対象とする観光が注目され、広まりつつある。来訪者がその土地の環境容量以上に増

加することによる踏み荒らしなど、観光が生物多様性にマイナスの影響を与える面はある。

しかし、エコツアーなど参加者への教育・啓発を兼ねた観光は、間接的に都市における生

物多様性の維持・向上等に寄与すると考えられる。具体的な指数としては、なごや東山の

森等における「エコツアーの開催数」、「ツアーガイドの数」等を設定することが考えられ

る。 
食の観点では、 近では全国各地で「地産地消」、「ご当地グルメ」が観光地の新たな活

性化方策となっているように、地域に根付いた「食」が地域の観光振興をもたしている。

同時に、地域で収穫される農産物等から加工・製造される地産品は、地域の豊かな生物多

様性によって支えられているという側面も併せ持っている。地産の充実度を測る具体的な

指数としては、「地産地消の販売店数」等を設定することが考えられる。 
このほか、人工的な自然を創出しようとする取り組みを評価する指数として、「屋上緑化

や壁面緑化」等を指数として設定することが考えられる。 
  



 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ 付録 
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付録 1：都市と生物多様性に関する会議 

 
（財）名古屋都市整備公社 名古屋都市センター主催 公開シンポジウムである「NPO・

企業からみた『都市と生物多様性』」及び「ひとづくりからみた『都市と生物多様性』」の

概要を整理する。 
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１．ＮＰＯ・企業の連携からみた「都市と生物多様性」 

（（財）名古屋都市センター主催 公開シンポジウム） 

 

(1) 開催概要 

開催日時 平成 22 年 9 月 1 日（水）14:00～17:00 

開催場所 
名古屋都市センター ホール 
（名古屋市中区金山町一丁目１番１号 金山南ビル 11 階） 

主催者 名古屋都市センター 
後援 名古屋市立大学 

連携協力 
生物多様性条約第 10 回締約国会議支援実行委員会、 
なごや環境大学実行委員会 

 
  写真 開催状況 

(2) 開催内容 

 NPO と企業が連携して進める生物多様性の保全に向けた取り組み事例を紹介するととも

に、NPO・企業の連携の視点から「都市と生物多様性」について議論した。 
 
○講演 

発表者 

■小田辺 統一氏（ミサワエクステリア株式会社 経営管理部） 
■橋本 務太氏 （ＷＷＦジャパン 自然保護室） 
■五十川 裕記氏（中日信用金庫 業務統括部） 
■湯城 誠氏  （財団法人日本不動産研究所 東海支社） 

○パネルディスカッション 

テーマ ＮＰＯ・企業の連携からみた「都市と生物多様性」 

パネリスト 
小田辺統一氏、橋本務太氏、五十川裕記氏、湯城誠氏 
岡靖明氏（ミサワホーム株式会社） 

コーディネーター 都市センター特別研究員 香坂 玲 
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２．ひとづくりからみた「都市と生物多様性」 

（（財）名古屋都市センター主催 公開シンポジウム） 

(1) 開催概要 

開催日時 平成 22 年 10 月 7 日（土）14:00～16:15 

開催場所 
名古屋都市センター ホール 
（名古屋市中区金山町一丁目１番１号 金山南ビル 11 階） 

主催者 名古屋都市センター 
後援 名古屋市立大学 

連携協力 
生物多様性条約第 10 回締約国会議支援実行委員会、 
なごや環境大学実行委員会 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

 写真 開催状況 
 
(2) 開催内容 

環境 NPO で研修をした学生の体験を紹介するとともに、COP10 で議論される将来の地

球環境を担っていくひとづくりの観点から「都市と生物多様性」について討論した。 
 
○第Ⅰ部：基調報告 

発表者 芦沢壮一氏（財団法人損保ジャパン環境財団） 
テーマ 損保ジャパン「CSO ラーニング制度」について 

○第Ⅱ部：パネルディスカッション 

テーマ ひとづくりからみた「都市と生物多様性」 

パネリスト 

芦沢壮一氏（財団法人損保ジャパン環境財団） 
飯尾 歩氏（中日新聞社） 
古田尚也氏（国際自然保護連合 日本プロジェクトオフィス） 
第Ⅰ部発表の学生 

コーディネーター 都市センター特別研究員 香坂 玲 
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付録 2；COP10 関連資料 

 
(1) サブナショナル政府、都市その他地方自治体に関する行動計画 採択決議 

「サブナショナル政府、都市その他地方自治体に関する行動計画 採択決議」の概要を示

す。なお、以下は暫定訳である。 
 
 

X/22. サブナショナル政府、都市その他地方自治体に関する行動計画 採択決議 
 
締約国会議は、 
 
都市と地方自治体が生物多様性国家戦略及び行動計画に果たす役割を認識し、締約国に対

し、地方レベルで本条約を実施する際に都市と地方自治体を支援し及び援助するよう促す

決議 IX/28 を想起し、 
 
本条約の都市と生物多様性グローバルパートナーシップにより達成された前進、並びに第 2
回都市と生物多様性に関するクリチバ会議（2010 年 1 月にブラジルのクリチバで開催）、

第 5 回世界都市フォーラム（2010 年 3 月にブラジルのリオデジャネイロで開催）、第 2 回

「都市における生物多様性とデザイン」ネットワーク国際会議(URBIO 2010)（2010 年 5
月に日本の名古屋で開催）、及び上海国際博覧会（2010 年に中国で開催）などで築かれた前

進を認識し、 
 
クリチバ、ボン、名古屋、モントリオール各市の本イニシアチブに対する多大なる支援、

年に一度開催されるワールドシティーサミットに生物多様性を盛り込み、都市の生物多様

性指標を開発し、本行動計画を協働で実施するための拠点としてシンガポール国立公園庁

都市緑化環境センター（Centre for Urban Greenery and Ecology）を提供したシンガポー

ル政府の多大なる支援、並びに国際連合人間居住計画(UN-HABITAT)の「生物多様性のた

めの地域行動の支援：各国政府の役割」と姉妹版を成す、「地方自治体のための生物多様性

マネージメント」と題するガイドブックをイクレイ LAB プログラムとのパートナーシップ

の下で制作した南アフリカ政府の支援を歓迎し、 
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2010 年 10 月 24～26 日に日本の愛知県名古屋市で開催された生物多様性国際自治体会議

2010 の成果を歓迎し、 
 
1. 必要に応じて本決議の附属書である「サブナショナル政府、都市その他地方自治体及び

生物多様性に関する行動計画（2011-2020 年）」を支持し、締約国その他政府に対し、各国

の優先事項、能力及び必要性を考慮しつつ、本条約の 2011-2020 年戦略計画を踏まえてそ

れを実施し、第五次締約国ナショナルレポートの中で、各国の取組みについて報告するよ

う奨励する。 
 
2. 締約国に対し、生物多様性国家戦略及び行動計画を改訂するにあたり、サブナショナル

政府、都市その他地方自治体を関与させるよう促す。 
 
3.  サブナショナル政府、都市その他地方自治体及びそれらのネットワークに対し、広報・

教育・普及啓発に関する取組み実施のための行動を考慮に入れつつ、中央政府と連携して、

本行動計画の実施に貢献するよう促す。 
 
4.  また、締約国その他政府、地域組織、開発協力機関、NGO その他援助機関に対し、

開発途上国（特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上国）及び移行経済国の必要性を考慮

し、本行動計画の実施を技術面及び財政面で支援するよう促す。 
 
5. 2011 年 1 月 17 日及び 18 日に本行動計画の実施に関する第 1 回会合を開催すべく、フ

ランスのモンペリエ市が招聘していることを歓迎する。 
 
6. 事務局長に対し、資源が得られるならば、地球規模生物多様性概況第 3 版に基づき、第

11 回締約国会議用に都市化と生物多様性の関係と機会に関する評価書を作成し、適切なパ

ートナーと共に第 11 回締約国会議の閣僚級会合の前にニューデリーで開催される地方自治

体と生物多様性に関するサミットを第 1 回目として、締約国会議の今後の会合の際に地方

自治体に関する会合を召集するよう要請する。 
 
7. さらに事務局長に対し、締約国会議の今後の会合において本行動計画の実施について報

告するよう要請する。 
 
* 本決議の一部は、UNEP/CBD/COP/10/L.23 を原案とするものであり、今後修正が加えら

れる可能性がある。 終版については、会議の報告と合わせて発表される予定である。 
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生物多様性のための 
サブナショナル政府、都市その他地方自治体に関する行動計画 

（2011-2020 年） 
 

A. 背景 

 

1. 生物多様性に関する条約（以下「条約」という）の「生物多様性のためのサブナショナ

ル政府、都市その他地方自治体に関する行動計画」は、締約国、そのパートナー及び地方

自治体が、各締約国のガバナンス制度及び法令に従って、条約の 2011-2020 年戦略計画、2020

年目標及び関連する締約国会議決議、並びに決議Ⅸ/28 第 3 項、第 4 項、第 5 項及び第 6 項

を実施するのを支援するためのものである。本行動計画の策定は、2010 年開催の各種会議

などの際に、都市と生物多様性グローバルパートナーシップを通じて協力する締約国、都

市、地方自治体その他組織との 4 年にわたる広範な協議プロセスを通じて進められ、日本

の名古屋市における第 10 回締約国会議の会期中、2010 年 10 月 24～26 日に開催された「あ

いち・なごや生物多様性国際自治体会議」をもって完了した。 

 

B. ミッション 

 

2. 条約締約国は、自国の生物多様性国家戦略及び行動計画（NBSAP）その他中央政府が定

める関連ガバナンス制度に沿って、適宜、政策手段、ガイドライン及びプログラムを策定

し、技術的な支援又は指針を提供することにより、条約の目的及び 2011-2020 年戦略計画の

実施を達成するため、適宜、自国のサブナショナル政府、都市その他地方自治体2の十分な

参画を求める必要がある。 

 

3. 2020 年までに以下を実現する。 

 

(a) 条約の 2011-2020 年戦略計画を実施する際に、さまざまなレベルの政府間での協働

効果を高めるため、各レベルの政府の権能を考慮しつつ、関連ツール、ガイドラ

イン、 良の実践例に基づいた能力育成プログラム及びそれらの実施を支援する

ための革新的な資金供与の制度を整備する。 

(b) サブナショナル政府及び地方政府の戦略とそれに対応する行動計画により、生物

多様性国家戦略及び行動計画を支援する。 

                                                  
2 本文書で「地方自治体」という場合は（CSD 関連プロセスで用いられているとおり）、国レベル及び連邦レベルの下

にあるあらゆる種類、あらゆるレベルの政府を含み（州や省、欧州で使われている意味での「地域」、県、領域及び領土、

区、郡、市町村、市、町、コミューンなどを含む）、「サブナショナル政府」という場合は、国レベルに次ぐレベルの政

府のみを指す。 
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(c) 企業、若者、NGO、原住民の社会及び地域社会など主要な集団を含め、締約国の

広報・教育・普及啓発（CEPA）戦略の一環として、国際生物多様性の日（5 月 22

日）の記念イベント、グリーンウェイブその他条約を支援する活動などの取り組

みを通じて、生物多様性と生態系サービスの重要性に関する啓発キャンペーンを

地方レベルで実施する必要がある。 

 

(d) 条約の報告義務に沿って国の政府に進捗を報告するため、並びに条約の 2011-2020

年指標枠組みに沿って、都市の生物多様性シンガポール指標などのツールを用い

て地方の生物多様性管理のためのベンチマークを定めるため、国の枠組みに基づ

いて、サブナショナル政府及び地方自治体のための監視・評価システムを運用さ

れる必要がある。 

 

C. 目的 

 

4. 上述のミッションに基づき、現行動計画は以下を目的とする。 

 

(a) 生物多様性国家戦略及び行動計画、条約の 2011-2020 年戦略計画、2020 年目標及

び条約の作業計画を成功裏に実施する際に締約国を支援するため、サブナショナ

ル政府及び地方自治体の参画を拡充すること。 

 

(b) 地方自治体が生物多様性を持続可能なかたちで管理し、市民に生態系サービスを

提供し、及び生物多様性への配慮を都市計画や都市開発に組み込むよう奨励及び

支援する方法や手段について、条約締約国、地域的組織、国際的な組織、国連機

関、開発機関、学術機関、援助機関の間での地域的、世界的な連携及び学んだ教

訓の交換を向上させること。 

 

(c) 生物多様性に関する地域行動を促進する政策手段、ガイドライン及びプログラム

を特定し、強化し及び普及すること、並びに条約を実施する際に国の政府を支援

する地方自治体の能力を育成すること。 

 

(d) CEPA 戦略に沿って、地域住民（企業、地方の行政担当者、NGO、若者、原住民

社会及び地域社会など主要な集団を含む）を対象とした生物多様性に関する普及

啓発プログラムを策定すること。 
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D. 行動の例 

 

5. 締約国は、条約の目的に対する自国の地方自治体の寄与を可能にするとともに支援する

ため、都市と生物多様性グローバルパートナーシップとの研究による具体例に基づき、以

下の行動を検討することができる。これらの行動は相互に関連し、補完しあうものと考え

られる。 

 

(a) 必要に応じ、生物多様性国家戦略及び行動計画（NBSAP）の改定及びその地方レ

ベルでの実施の際に、サブナショナル政府及び地方自治体を考慮し、その参画を

得ること（戦略計画の目標 17）。 

 

(b) NBSAP を支援するためのサブナショナル政府及び地方自治体の生物多様性戦略

及び行動計画の策定並びに実施を奨励すること。 

 

(c) サブナショナル政府及び地方自治体に対し、関連する締約国会議決議に従い、生

態系アプローチを採用するよう奨励するとともに、適応及び持続可能な開発に関

する計画に組み込まれた一体的な景観管理方法を推進するよう奨励し、リオで結

ばれた諸条約及び生物多様性関係の諸条約全体を通じた協働に対し、地方自治体

の参画を得ること。 

 

(d) イクレイ生物多様性のための地域活動(LAB)プログラム、欧州生物多様性首都賞

（European Capitals of Biodiversity award）、北欧自然プロジェクト（Nordic Nature 

project）、スペインの生物多様性自治体ネットワーク 2010（Red + Biodiversidad 

2010）その他により、サブナショナル政府及び地方レベルで条約を実施している

地方自治体の取り組みを認定し及び表彰すること。 

 

(e) 公共調達政策及び都市のインフラ投資（公園道路やグリーン交通システム､公共建

築、壁面緑化、水処理・配水、コンベンションセンター、会議施設、住宅プロジ

ェクト、廃棄物管理など）に生物多様性への配慮を組み込むよう、適宜、サブナ

ショナル政府及び地方自治体に奨励すること。 

 

(f) 条約の 2011-2020 年戦略計画に沿って、地域の保護地区・地域の保全回廊・モザイ

ク状の土地利用の制度（生物圏保護区など）の設置と維持を支援することにより、

保護地域に関する本条約の作業計画の実施にサブナショナル政府及び地方自治体

の参画を得ること。 
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(g) 生物多様性と開発に関し、国、地域及び世界の各レベルで、地方自治体間での地

方分権的な協力が直接に行われるよう、政策手段、ガイドライン及びプログラム

を通じて適宜奨励し、促進し及び支援すること。 

 

(h) 締約国会議、科学技術助言補助機関（SBSTTA）や条約実施に関する作業部会

（WGRI）の会合及び特別技術専門家会合など、条約の公式会議や活動に際し、サ

ブナショナル政府、都市その他地方自治体の代表が条約の代表団に加わるよう促

進し及び支援すること。地方自治体は、内水、保護地域、侵入外来種、気候変動、

開発と貧困軽減、観光、健康と生物多様性、農業、食糧と栄養など、主題別作業

計画及び分野横断的な問題に対して特に貢献することができる。 

 

(i) 国のレベル及び国境を越えたレベルで、また生物多様性と開発に関する南南協力多

年度行動計画との関連で、サブナショナル政府及び地方自治体の間で保全回廊及

びモザイク状の持続可能な土地利用に関して生態系に基づいた景観レベルのパー

トナーシップを結ぶことを支援すること。 

 

(j) 条約の目標や関連する作業計画に寄与するような地方自治体の約束と活動に関し、

また、締約国会議及び条約諸機関に対する各締約国の報告プロセスに寄与するも

のとして、地方自治体との定期的な協議（例としては、日本での生物多様性国際

自治体会議 2010 の準備会合やカナダの協議プロセスなどがある）を組織すること。

 

(k) 地方自治体が条約の 2011-2020 年指標枠組みに沿ってその生物多様性とその管理

に関する状況を評価する手段として、適宜、都市の生物多様性シンガポール指標

（CBI）のほか、地域の生物多様性の調査や評価又はそれと同様の仕組みの利用を

支援すること。 

 

(l) 条約の締約国会議の会合に前後して開催されるサブナショナル政府及び地方自治

体と生物多様性に関する協議を通じて、地域レベル及び国際レベルでの地方自治

体との対話や地方自治体間の対話に寄与すること。 

 

(m) 都市と生物多様性グローバルパートナーシップの行動を承認し、その会合に参加す

ることにより、協力を促進し及び地方と国の対話を強化するプラットフォームと

して、上記グローバルパートナーシップを歓迎すること。 
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(n) 適宜、かつ異なるレベルの政府の役割を認識しつつ、地方自治体のために、条約

の 2011-2020 年戦略計画（戦略計画の目標 20）、並びに現行動計画とそのツール

（CBI など）に関して、国、地域及び世界の各レベルにおいて、能力育成の取り

組み（ウェブを利用したツール、出版、ニュースレター、ケーススタディ・ 良

の実践例・学んだ教訓の収集、ワークショップ、セミナー及び会議）を組織し、

クリアリングハウスメカニズムを通じてこれらの取り組みを普及すること。 

 

(o) 生物多様性及び生態系サービスに関する政府間プラットフォーム（IPBES）と協働

して都市の生物多様性に関する研究及び技術開発を促進し、URBIO や URBIS な

どの世界的な学術ネットワークと連携して、都市の生物多様性の分野並びに生物

多様性にやさしい都市設計、計画及び管理の分野における国及び地域の中核的研

究機関の設置を奨励すること。 

 

(p) 生物多様性の重要性に対する認識を高めるとともに、生物多様性のための地域行

動に関するパートナーシップを促進するため、条約の広報・教育・普及啓発（CEPA）

プログラムに沿って、子どもや若者、女性、地方議員や立法担当者、NGO、企業

など主要な集団への啓発に努めるよう、地方自治体に奨励すること。 

 

Ｅ. パートナーシップと連携の仕組み 

 

6. 締約国とその他政府は、適宜、本行動計画は、条約事務局その他主なパートナーの支援

を得て、各国の重要課題の優先順位、人材とニーズを考慮に入れた上で、行動計画を実施

し、今後の各締約国のナショナルレポートにおいて、実施状況を報告するよう奨励されて

いる。 

 

7. 関係都市の市長で構成する助言委員会が、都市と地方自治体の視点から、本行動計画に

対する意見及び支援を提供する。関係都市とは、過去又は現在の条約締約国会議開催都市

や条約事務局の所在都市などである。2007 年の発足以来、条約本部のあるモントリオール

の市長、過去及び将来の締約国会議開催都市であるクリチバ、ボン、名古屋の各市長が委

員を務める。助言委員会の共同議長は、前回及び次回の締約国会議開催都市の市長が務め

る。サブナショナル政府についても、条約の実施に果たすその重要で補完的かつ固有の役

割を認識し、締約国やパートナーとの緊密な協議の上で、これと同じような仕組みを設け

ることができる。その例としては、持続可能な開発のための各国政府・地域政府ネットワ

ーク（National and Regional Governments for Sustainable development: nrg4SD）などがある。 
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8. 本行動計画の実施は、都市と生物多様性グローバルパートナーシップからも支援を受

け、条約事務局からも支援を受ける。都市と生物多様性グローバルパートナーシップは協

力のための非公式なプラットフォームであり、2008 年の IUCN 世界自然保護会議で発足し、

国連人間居住計画（UN-Habitat）、国連環境計画（UNEP）及び国連教育科学文化機関

（UNESCO）（その URBIS プロジェクトを通じて）などの国連機関とそのプログラム、国際

自然保護連合（IUCN）、URBIO など学術機関のネットワーク及び ICLEI などの地方自治体

のネットワークとその生物多様性のためのローカルアクション（LAB）プログラムで構成

される。このグローバルパートナーシップとその諸助言委員会は、本行動計画を支援する

会議や活動を提案することができ、条約の適当な関連会合の際に会合を開くことができる。

会合は締約国やオブザーバー、特別招聘者に公開され、会合の成果は、毎回の締約国会議

の際に条約事務局が各締約国に提出する報告書に盛り込まれる。 

 

9. 締約国は、地域の中核的研究機関や組織、国連機関の地域事務所を通じて、地域レベル

及び世界レベルでサブナショナル政府及び地方自治体を支援するプロジェクトやプログラ

ムをさらに推進し、取り組みの連携を図ることができる。協議やパートナーシップには、

援助機関、地域経済委員会、地域開発銀行、民間部門の代表、NGO、原住民の社会及び地

域社会など、その他の適切な利害関係者が適宜、参加する。地域にそのような仕組みがな

い場合には、適切であれば、締約国及び都市と生物多様性グローバルパートナーシップが

その設置に向けて協力することができる。 

 

10. 行動計画では、国や地方の優先事項の変化や将来の締約国会議の決議に対応するため、

その実施戦略に柔軟性をもたせる必要があることを認識している。 

 

Ｆ. 監視と報告 

 

11. 行動計画の成功について評価するため、締約国は、生物多様性に関するサブナショナ

ルの行動及び地方の行動に関する各レベルの政府間での協力及び関連する地方組織との協

力についての情報を、自国の国別報告書その他条約に提出する報告書（詳細な検討や問題

ごとの協議などの報告書）に記載するよう求められる。このため、締約国は、目標やマイ

ルストーンを設定し、地方自治体による進捗を評価するため、都市の生物多様性シンガポ

ール指標（CBI）などの自己監視ツールの利用を促進することができる。 

 

12. 2012 年の第 11 回締約国会議及びその後の締約国会議において、条約事務局長は、本行

動計画の実施について報告する。関係する締約国、参加組織及び国連機関には、情報提出

面での協力が要請される。 
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Ｇ. 資金 

 

13. 現行動計画は、締約国及びパートナーに追加の資金負担をかけないように考えられて

いる。ただし、国内の優先事項や手続きに従い、かつサブナショナルのレベル及び地方レ

ベルの抱えるかなりの実施能力と義務を認識した上で、締約国は、本行動計画の実施に向

け、両レベルの生物多様性を対象とした資金供与方法を特定することができる。これには

特に次のようなものが考えられる。 

 

(a) 条約の三つの目的の実施面であらゆるレベルのサブナショナル政府及び地方自治

体を支援するため、民間部門、NGO、開発銀行、多国間及び二国間の協力機関そ

の他援助機関との革新的なパートナーシップを案出し、それを支援すること。 

 

(b) たとえば、気候変動、生態系サービスへの支払い、森林減少・劣化からの温室効

果ガス排出削減の取り組みの強化（REDD＋）など、他の分野で議論、策定が進

められている新しい革新的な資金供与の制度に地方自治体を参画させ、それに結

びつけること。 

 

(c) 条約の三つの目的をサブナショナルのレベル及び地方レベルで達成するため、革

新的な税配分モデルや財政上のインセンティブなど、環境財政改革によってもた

らされる機会について検討すること。 

 

(d) 生物多様性に関する地域行動に対してあらゆるレベルの地方自治体の参画を得る

ため、国の予算に計上するとともに、現行予算配分の優先順位を付けなおすこと。

 

(e) 特に受給資格のある国において、プロジェクトレベルで行動計画を実施する取り組み

を支援するため、地球環境ファシリティー（GEF）を活用 
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付録 3；東山動植物園での住民のニーズに関する調査結果 
 
 東山動植物園での住民のニーズに関する調査結果として、以下の 2 つの研究成果を掲載

する。 
 
 

(1)「利用者ニーズに見る東山動植物園の新たな整備の方向性に関する考察」 
；香坂玲・荒木徹也(2010) 「なごや東山の森」における利用者特性 －ニーズの実態の基礎

データ－「国際地域経済研究」11 号 附属経済研究所年報 研究ノート No.11 pp.39-47 
 
(2)「なごや東山の森」における利用者特性及びニーズの実態調査 
；香坂玲・坂上雅治 (2011)  利用者ニーズに見る東山動植物園の新たな整備の方向性に関

する考察 「国際地域経済研究」12 号 附属経済研究所年報 
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(1) 利用者ニーズに見る東山動植物園の新たな整備の方向性に関する考察 

（香坂 玲・坂上 雅治） 
 
１．序論 
１．１ 研究目的 
近年、動物園を取り巻く環境や利用者のニーズは大きく変化している。この背景には、

動物本来の特徴的な行動を展示する「行動展示」を導入した旭山動物園（北海道旭川市）

が全国的に高い関心と注目を集めるようになったことや、多様な動物を育む空間として動

物園の価値が見直されつつあることなどが関係していると考えられる。動物園が果たすべ

き役割や利用者ニーズは変化しつつあり、各々の動物園においてはこれらの変化に対応し、

施設の魅力や活力の維持・向上を図っていくことが求められている。 
こうしたなか、東山動植物園（愛知県名古屋市）では、名古屋市が、生物多様性の保全

の面から東山動植物園を含む「なごや東山の森」（動植物園の立地する東山公園と、隣接す

る平和公園とを併せた 410ha に及ぶ緑地）を「環境首都なごやの拠点」とすることを目指

して「東山動植物園再生プラン基本計画」（2007 年）を策定した［1］。同計画では「生態

系の展示」を動植物園の展示の基本的な考え方とし、動物園について、「動物の生息地の景

観を再現し、来園者があたかも動物の生息地に迷い込んだ感覚を体感し、動物本来の習性

や行動を体感できる『生態的展示』」とすることを目指している。 
本稿は、階層分析法（AHP）を用いた東山動植物園利用者へのアンケート調査を通じて、

利用者が描く当該動物園の将来像を定量的に把握し、動物園の魅力向上に資する今後の新

たな整備の方向性を考察することを目的とする。 
 
１．２ 調査対象エリア 
東山動植物園は、面積 59.58ha（動物園 32.21ha・植物園 27.37ha）の総合公園である。

本調査では、東山動植物園のうち、本園・北園からなる動物園のみを調査対象とした。 
なお、東山動植物園は昭和 12（1937）年開園以来、市民をはじめ多くの利用者に親しま

れてきた施設であり、動植物園の過去 10 年間の入園者数は平均年間約 200 万人、平成 19
年度入園者数は 231 万 9,341 人となっている［2］。全国の入場者数では、上野動物園に次

いで長年第二位を誇ってきたが、北海道の旭山動物園の入場者数増加に伴い、平成 17 年以

来、全国三位となっている。 
 
１．３ 動物園等の整備のあり方に関する既往研究 
近年の研究においては、堀川ら［3］が、天王寺動物園を事例として、ランドスケープ・

イマージョンの概念に基づく生態的展示に対する来訪者の意識把握のためにアンケート調

査を行い、従来型展示と比べ、同概念に基づく生態的展示が評価されたことを示した。ま
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た堀川ら［4］は、動物園における生息地体験型展示のあり方を検討するにあたり、来訪者

の意識把握のために聞き取り形式のアンケート調査を行い、「場の印象」や「展示物に対す

る気づきを高める」ことが動物の生息環境等への理解を高める上で有効であることを示し

た。 
一方、動物園や公園利用者の意識把握に AHP を用いている事例は少ない。公園分野での

AHP 適用事例として、黒川ら［5］、葛ら［6］を参照した。黒川らは森林公園のアメニテ

ィという曖昧な概念の評価に AHP を使用し、公園来訪者等の意識構造を計量的に明らかに

している。このほか、AHP 手法に関する既往研究として川合［7］、森ら［8］を参照した。 
 
 
２．方法 
本稿では、東山動植物園利用者が描く当該動物園の具体的な将来像を評価することを目

的としている。この評価には回答者個人の嗜好が大きく反映されることが想定されたため、

AHP を適用し、利用者が有するニーズを定量的に把握した。［9］［10］［11］［12］アンケ

ート実施概要は表 1 のとおりである。 
設問は「動物園の将来イメージ」を問うものであり、図 1 に示す階層構造のもと、各階

層における要素間で重要度の一対比較を行う形式とした。なお、本調査では利用者が動物

園のどの機能や設備を重視しているかを探るため、通常の AHP で用いられる代替案を被験

者に示す方法はとらず、よりよい代替案を探ることを意図した評価基準を選出し、これら

のウェイトを算出した。 
なお、動物の展示手法を問う「動物の見せ方」には、「１．人工的であっても動物の行動

がよく見える施設」「２．とにかく多くの種類の動物が見える施設」「３．いろいろな角度

で動物が見える施設」「４．動物が近くで見える施設」「５．生態系を再現したかのような

施設」の５項目を評価基準として設定した。「１」は旭川市旭山動物園の展示手法（行動展

示）を概念的に示したもの、「２」「４」は従来型の展示手法、「3」は行動展示に含まれる

要素、「5」は生態的展示を示したものである。 
 

表１ アンケート実施概要 

評価対象 動物園の将来イメージ

評価手法 AHP

調査時期 2008年10月22日（水）

調査対象 東山動植物園利用者  
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図 1 評価基準と階層構造 
 
 
３．結果 
アンケートの回収数は、有効回答 20 サンプルであった。性別は男性の割合が多く、年齢

層は 20 代～50 代が 8 割を占めた（表 2）。 
 

表 2 回答者の属性 

男性 12 （60.0％） 10代 2 （10.0％）
女性 8 （40.0％） 20代 3 （15.0％）
無回答 0 （  0.0％） 30代 4 （20.0％）

40代 2 （10.0％）
50代 7 （35.0％）
60代 1 （  5.0％）
70代以上 1 （  5.0％）
無回答 0 （  0.0％）

計 20 計 20

性別 年齢層

 

 
階層別の評価基準のウェイトは、表 3 に示すとおりである。第一階層の評価基準では「動

物の見せ方」のウェイトが も高く、次いで「動物の種類」のウェイトが高かった。 も

ウェイトが低いのは「時間帯」で、次に「金額」であった。利用者が時間帯や金額よりも、
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動物の見せ方や動物の種類を重視していることから、動物園本来の機能の質的向上を図る

必要性が示唆された。 
第二階層の評価基準では、全体の要素の中で、「動物が近くで見える施設」が も高く、

次いで「いろいろな角度で動物が見える施設」のウェイトが高かった。このことは動物園

の施設やサービス全体の中で動物の展示手法が重視されており、とりわけ従来の展示手法

である「動物が近くで見えること」が重視されていることが明らかになった。そして、こ

の従来の見せ方に加えて重視されているのが「いろいろな角度で動物が見える」ことであ

った。これは行動展示に包括される要素の一つであるが、行動展示の中でも特に「見る人

の角度」が重視されている実態が浮かび上がった。また、次に高いウェイトが得られた「人

工的であっても行動がよく見える施設」と「生態系を再現したかのような施設」は、それ

ぞれ行動展示と生態的展示に該当する我が国では採用事例が比較的少ない展示手法であり、

これらの新しい展示手法に対するニーズが強いことが示された。 
さらに、「ライオンやゾウなどのなじみのある動物」についても全体の要素に占めるウェ

イトが比較的高かった。 
 

表 3 階層別の評価基準のウェイト 

 



47 

 
４．考察 
○アンケートの回収データについての考察 

AHP を用いたアンケート（N=20）は、属性が多く質問が多量かつ複雑になったため回

答が困難になった点が影響し、回答総数が下がり、精度の低下を招いた点が否めない。今

後、わかりやすいアンケート設計等の改良を行うことでサンプル数の確保と精度の向上を

図ることが課題であるが、今回得られた結果は参考値として、今後、東山動植物園を含む

「なごや東山の森」全体を捉えた再生のあり方を検討する際の一つの方向性を与える材料

となりうると考える。 
○利用者ニーズの実態についての考察 
将来の動物園に対して、利用者は従来型の展示手法である「動物が近くで見える展示」

とともに、「動物の見える角度を重視した行動展示」を高く評価していることが明らかとな

った。また、「生態的展示」、「動物の行動が良く見える行動展示」も全 25 要素の中で 3 番

目にウェイトが高く、評価が高かった。 
この結果より、名古屋市の「東山動植物園再生プラン基本計画」が目指す「行動展示」

の拡充と「生態的展示」の導入は、東山動植物園を利用する人々のニーズに合致したもの

であると捉えることができた。「行動展示」に対する評価が高いのは、近年、全国的な人気

を誇る旭山動物園の影響を少なからず受けているものと考えられる。今後、当該動物園に

おいて新たな展示手法を検討する際には、「行動展示」や「生態的展示」をベースとしつつ、

動物を「見る」側の視点にも十分配慮することが必要であり、動物との距離や角度等に工

夫を施すことで新たな価値を付加していくことが、利用者の満足度向上を図る一つの鍵に

なると考えられる。また、動物の種類に関しては、ライオンやゾウなどのなじみのある動

物の普及・活用を図ることが必要であると考えられる。 
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(2) 「なごや東山の森」における利用者特性及びニーズの実態調査 

（香坂 玲・荒木 徹也） 
 
１．序論 
動物の生態的展示による近年の旭山動物園の成功は、全国各地の動物園が今後の方向性

を模索する契機となった。そのような中で、名古屋市では 2007 年に「東山動植物園再生プ

ラン基本計画」[1]を策定し、東山動植物園を含む「なごや東山の森」全体を生物多様性の

保全の面で「環境首都なごやの拠点」として再生しようとする取り組みを始めている。ま

た、東山動植物園の基本構想および計画の内容や動植物園の今後の方向性に関する市民・

学識経験者・民間企業等の意見を収集し、基本計画の改善に資するための意識調査等も実

施されている[2-3]。 
動物園におけるヒトと動物の関係性をより良い形で構築するためには、娯楽施設である

と同時に教育施設でもある動物園の社会的役割について十分に考慮することが必要であり、

来訪者と動物の関係性について個別に検討した研究例も数多い[4-7]。しかし、ほとんどの

動物園来訪者は純粋に娯楽目的で動物園を訪れるため、園内施設の利便性が低ければそう

した来訪者が再びその動物園を訪れることはない[8]。また、植物園についてはこうした傾

向がさらに顕著であり、オーストラリアのブリズベン・マウントクーサ植物園で 150 人の

来訪者を対象に実施したアンケート調査結果によると、植物園来訪者は環境保護に対する

関心が動物園来訪者よりも低かったと指摘されている [9]。一方で、教育施設でもある動植

物園の社会的役割の一環として実施されている、いわゆる「動物とのふれあい」型のイベ

ントは、そのほとんどがヒトの側からの一方的な「おさわり」であることも指摘されてお

り[10]、全国各地の動植物園にとって教育と娯楽の相克は困難な課題である。したがって全

国各地の動植物園が教育と娯楽を今後どのように調和させるのか、その方向性を決める上

で、国内で 4 施設しかない博物館相当施設に該当する公立の動植物園を含む「なごや東山

の森」は希少な、かつ公共性の高い事例であるといえる。 
しかしながら、「東山の森」全体の利用者が、以上述べたような動物園の社会的役割につ

いてどう理解しており、また生物多様性についてどう認識しているのかという問題意識に

焦点を絞った調査事例は少ない。特に、生物多様性の保全活動のための費用負担の意思お

よび負担可能金額を明らかにするとともに、従来の意識調査結果から判明した、しばしば

相容れない多種多様な改善要望をどう集約するべきかという観点から実施した研究例は数

少ない現状にある。そこで、本研究では東山の森の利用者を調査対象とし、対象者の環境

に対する意識や施設改善要望、また今後の東山の森の整備改善を通して生物多様性の保全

に資する活動に対する費用負担意思および負担可能金額をアンケート調査結果から明らか

にするとともに、東山の森が動物園、植物園および都市公園をすべて含む環境であること

に留意しつつ、今後求められる方向性と意義を論じることとした。 
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２．調査対象地および方法 

「なごや東山の森」（以下、「東山の森」という）は、愛知県名古屋市千種区に位置し、

東山動植物園を含む東山公園と、隣接する平和公園を併せた 410ha の緑地の総称である。

区域の大半を樹林が占め、湿地も点在していることから、多くの貴重な動植物が生息して

いる。また、自然豊かな東山の森をフィールドとして、自然観察や森の保全・再生等を行

う市民活動も行われている。本研究では、東山動植物園及びその近郊公園の利用者を対象

として、「東山（動植物園を含む）の利用状況に関するアンケート」を実施した。アンケ

ートは現地で調査票を配布し、その場で回収する方法により 2008 年 7 月 6 日（日）に実

施した。 
 

 
図 1 なごや東山の森の位置 

 
設問は属性と動植物園への来訪目的、来訪回数、動植物園に対する施設改善要望等計 11

問で構成した。各質問項目は表 1 の通りである。施設改善要望に関する設問（問 10）は、

「歩道整備」や「案内板整備」、「動植物の種類の増加」、「動植物のありのままの姿での展

示」等の想定される要望を 14 項目選出し、それぞれ 5段階で評価する形式とした。 

 なお、統計解析には JMP 7.0.1 (SAS Institute)を用いた。 
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表 1 アンケートでの質問項目 

問1

問2

問3

問4

問5

問6

問7

問8

問9

歩道をさらに歩きやすく整備してほしい
ベンチやテーブルを整備してほしい
道しるべを整備してほしい
立ち入り禁止のロープ・柵を整備してほしい
注意を促す看板を整備してほしい
自然を解説する案内板を整備してほしい
もっと休憩・食事のできる施設がほしい
予約などが必要でも道で出会う人数を減らしてほしい
希少な動植物の保護対策を実施してほしい
東山にいる動植物の種類を増やしてほしい
動植物のありのままの姿を見せてほしい
不便でも人工物のない環境を保護してほしい
現状を変えないでほしい
動植物園の入園料を下げてほしい

問11

東山の再生と対策を実施するためには、税金だけでなく利用者の方にもお金を負担して頂くことが必要と
仮定します。そこで仮に「ひがしやま基金」を設けることとします。この基金は、再生プロジェクトが決定した
直後に、一度だけ皆さんのご家庭に寄付をお願いするものです。集められたお金がどのように使われるの
かはすべて明らかにされます。あなたはこのような基金が設立され、協力を依頼された場合どうなされます
か？

あなたが東山で訪れたことのある場所、あるいは今後訪れたいと思われる場所について、今後どのように
なって欲しいと思われますか？

回答者の属性に関する質問

問10

今回はどのようなルートで東山（動植物園）をまわりますか。

もし仮に東山に本日来なかったら、あなたはその時間に仕事やアルバイトをすることによって、追加的な収
入が得られますか。

なぜ東山を訪問されたのですか。

次の言葉を知っていますか。（多様性・生態系・生物多様性・生態系サービス・アメリカフウ・ラーテル）

あなたは過去1年間に東山を何回訪問しましたか。今回の訪問を含めた回数をご記入ください。

今回はどのようなグループで、また何名で来られましたか。

どのような交通機関を使ってきましたか。

今回の訪問でどれくらいのお金を使いましたか？（自宅を出て帰宅するまでにかかるすべての経費（ガソリ
ン代等も含む））

 

 
 

３．結果 

３．１ 回答者の属性 

回収数は、有効回答 142 サンプルであった。表 2 に回答者の属性を、図 1 に回答者の年

収分布をそれぞれ示す。性別は男女比がほぼ均等となり、年齢層は 20 歳以上の成人が 9割

以上を占めた。居住地は名古屋市内が 6割を占め、大半が地元の利用客であった。 

表 2 回答者の属性 

男性 62 （43.7％） 10代 5 （  3.5％） 名古屋市内 84 （59.2％） 会社員 68 （47.9％）
女性 68 （47.9％） 20代 30 （21.1％） 名古屋市外 31 （21.8％） 専業主婦 18 （12.7％）
無回答 12 （  8.5％） 30代 43 （30.3％） 　　　 の愛知県内 年金生活 14 （  9.9％）

40代 23 （16.2％） その他 24 （16.9％） 自営業 11 （  7.7％）
50代 11 （  7.7％） 無回答 3 （  2.1％） パート 10 （  7.0％）
60代 14 （  9.9％） 公務員 8 （  5.6％）
70代 7 （  4.9％） 学生 5 （  3.5％）
無回答 9 （  6.4％） その他 8 （  5.6％）

計 142 計 142 計 142 計 142

職業性別 年齢層 居住地域
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0 5 10 15 20 25

回答人数

200万円未満

200万円台

300万円台

400万円台

500万円台

600万円台

700万円台

800万円台

900万円台

1000万円以上1300万円未満

1300万円以上1600万円未満

1600万円以上

無回答

6 (4.2%)

16 (11.3%)

21 (14.8%)

16 (11.3%)

14 (9.9%)

11 (7.7%)

9 (6.3%)

11 (7.7%)

4 (2.8%)

7 (4.9%)

5 (3.5%)

4 (2.8%)

18 (12.7%)
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300万円台

400万円台
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600万円台

700万円台

800万円台

900万円台

1000万円以上1300万円未満

1300万円以上1600万円未満

1600万円以上

無回答

6 (4.2%)

16 (11.3%)

21 (14.8%)

16 (11.3%)

14 (9.9%)

11 (7.7%)

9 (6.3%)

11 (7.7%)

4 (2.8%)

7 (4.9%)

5 (3.5%)

4 (2.8%)

18 (12.7%)

 
図 2 回答者の年収分布 

 
３．２ 東山（動植物園含む）の利用特性 
年間訪問頻度として表 3 に示した 5 段階（頻度 1：1 回、頻度 2：2 回、頻度 3：3-5 回、

頻度 4：6-11 回、頻度 5：12 回以上）に分類し、居住地域別（N=137）に示した。年 2回以

内という人が過半数を、月 1 回未満という人が 8 割強を占めた。居住地域別にみると、頻

度 4 以上の回答者の大多数が名古屋市内に居住しており、名古屋市以外の愛知県内の居住

者の 9割強が頻度 3まで、その他の地域の居住者の 8割強が頻度 1または頻度 2であった。 
また、表 4 に回答者の訪問形態および理由（複数回答可）を示した。その他の理由とし

ては子どもに関係する理由が も多かった（子どもが喜ぶから、子どもが写生会で入選し

た、子どもの遊び場・自転車練習等）。仕事・研究・市民活動を理由に、あるいは動物園の

情報を事前に入手して（規模が大きい、市立で安い、改装後きれいになった、懐かしい）

訪問したという人もいた。また、近隣住民の憩いの場として（散歩・運動・所用のついで

に等）も機能していることがうかがわれた。 

訪問のために要した交通費についての集計結果を図 2 に示す。年間訪問頻度と訪問時の

交通費との間に 1％水準で有意な逆相関が認められた。また、もし（調査対象地を）訪問し

なかったら訪問日に収入を得られていたかどうか、その機会についての質問に対する回答

は「今日は休日なので収入は得られない（105 名、73.9%）」が圧倒的に多かった。ついで「特

に仕事をしていないので収入を得られない（28 名、19.7%）」「日常的な仕事で収入を得られ

る（6名、4.2%）」「アルバイトで収入を得られる（1名、0.7%）」の順であった。 



53 

 
表 3 居住地域別の年間訪問頻度 

計

名古屋市内 19 （23.2％） 9 （11.0％） 14 （17.1％） 23 （28.0％） 17 （20.7％） 82
名古屋市外の愛知県内 13 （41.9％） 7 （22.6％） 8 （25.8％） 0 （ 0.0％） 3 （ 9.7％） 31
その他 13 （54.2％） 8 （33.3％） 2 （ 8.3％） 1 （ 4.2％） 0 （ 0.0％） 24
計 45 （32.9％） 24 （17.5％） 24 （17.5％） 24 （17.5％） 20 （14.6％） 137

頻度5
年12回以上

頻度1
年1回

頻度2
年2回

頻度3
年3-5回

頻度4
年6-11回

居住地域

 

 
表 4 訪問形態及び理由（複数回答可） 

家族 84 （59.2％） 自家用車 85 （59.9％） 動物に会える 72 （50.7％）
友人・知人 37 （26.1％） 公共交通機関 42 （29.6％） きれいな植物が見られる 38 （26.8％）
同伴者なし 12 （ 8.5％） 徒歩 13 （ 9.2％） 珍しい植物が見られる 22 （15.5％）
サークル・クラブ 7 （ 4.9％） 自転車 5 （ 3.5％） 歩く距離がちょうどよい 21 （14.8％）
その他 8 （ 5.6％） 今まで訪問したことがなかった 18 （12.7％）

人が少なく混雑していない 14 （ 9.9％）
美しい山並みを眺められる 10 （ 7.0％）
昆虫が見られる 9 （ 6.3％）
雑誌や本で紹介されていた 4 （ 2.8％）
その他 47 （33.1％）

計 計 計148 145 255

同伴者 交通手段 訪問理由

 

 

250円未満

250円以上500円未満

500円以上750円未満

750円以上1000円未満

1000円以上1250円未満

1250円以上1500円未満

1500円以上1750円未満

1750円以上2000円未満

2000円以上2250円未満

2250円以上2500円未満

2500円以上2750円未満

3000円以上

無回答

0 5 10 15 20 25 30 35

回答人数

2750円以上3000円未満

29 (20.4%)

29 (20.4%)

24 (16.9%)

12 (8.5%)

9 (6.3%)

7 (4.9%)

5 (3.5%)

5 (3.5%)

3 (2.1%)

3 (2.1%)

1 (0.7%)

1 (0.7%)

1 (0.7%)

13 (9.2%)

250円未満

250円以上500円未満

500円以上750円未満

750円以上1000円未満

1000円以上1250円未満

1250円以上1500円未満

1500円以上1750円未満

1750円以上2000円未満

2000円以上2250円未満

2250円以上2500円未満

2500円以上2750円未満

3000円以上

無回答

0 5 10 15 20 25 30 35

回答人数

2750円以上3000円未満

29 (20.4%)

29 (20.4%)

24 (16.9%)

12 (8.5%)

9 (6.3%)

7 (4.9%)

5 (3.5%)

5 (3.5%)

3 (2.1%)

3 (2.1%)

1 (0.7%)

1 (0.7%)

1 (0.7%)

13 (9.2%)

 
図 2 訪問に要した一人あたりの交通費 

 

さらに、東山再生プロジェクト（仮）に対する訪問者の支払意思に関する質問に対して

は、「金額と使われ方が妥当ならば協力する（するかもしれない）」とした回答者が122名

（85.9%）と大多数を占め、「協力しない（20名、14.1%）」を大きく上回った。なお、支払

意思額については、75名が定額で回答しており、その平均額は1,232円（標準偏差：1,441

円）、 少額は10円、 大額は10,000円であった。また、中央値は1,000円、上位四分位点

は1,500円、下位四分位点は500円であった。加えて、6名が金額の範囲を回答しており、そ

の内訳は500円から1,000円が2名、100円から1,000円、1,000円以下、1,000円から2,000円、
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2,000円から5,000円がそれぞれ1名であった。 

表5に訪問者の自然に対する関心（N=142）についての回答結果を示す。自然に関連する

テレビ番組をよく見る、と回答した人の割合が過半数を超えたのに対し、花・動物・植物

の観察あるいは写真撮影が趣味であると回答した人の割合はいずれも過半数に満たなかっ

た。また、自然保護団体に入っているという回答者はごく少数であった。 

表6に訪問者の生物多様性に関する用語認知度（N=142）の回答結果を示す。「生態系」お

よび「多様性」は過半数の回答者に認知されているのに対し、「生物多様性」の認知度は過

半数に満たず、「聞いたことがある」という回答者を含めても53%であった。それでも、2004

年に環境省が実施したアンケートでは、自然環境に関心があると回答した人が8割近かった

のに、生物多様性という言葉を知っている人は約1割、聞いたことがあるという人を含めて

も3割程度にとどまった[11]ことを考えれば、この数年間で生物多様性の認知度は向上した

ものと考えられた。2008年に名古屋市が行った市政アンケートにおいても、生物多様性と

いう言葉を聞いたことがある人が約6割、その意味まで知っている人は全体の約2割という

類似した結果が出ている[12]。また、「生態系サービス」「アメリカフウ」「ラーテル」はい

ずれも8割強の回答者が「知らない」と回答した。なお、「生物多様性」の認知度と年間訪

問頻度との間に0.1％水準で有意な正の相関がみられた。 
 

表 5 自然に対する関心 

自然に関連するテレビ番組をよく見ますか 80 （56.3％） 10 （ 7.0％） 49 （34.5％） 3 （ 2.1％）
自然保護団体に入っていますか 6 （ 4.2％） 132 （93.0％） 4 （ 2.8％）
趣味：花の観察 45 （31.7％） 40 （28.2％） 54 （38.0％） 3 （ 2.1％）
趣味：動物の観察 53 （37.3％） 22 （15.5％） 64 （45.1％） 3 （ 2.1％）
趣味：動植物の観察 40 （28.2％） 25 （17.6％） 73 （51.4％） 4 （ 2.8％）
趣味：写真撮影 33 （23.2％） 51 （35.9％） 55 （38.7％） 3 （ 2.1％）

－

はい いいえ どちらとも言えない 無回答

 
 
 

表 6 生物多様性に関する用語認知度 

多様性 82 （57.7％） 42 （29.6％） 17 （12.0％） 1 （ 0.7％）
生態系 105 （73.9％） 29 （20.4％） 8 （ 5.6％） 0 （ 0.0％）
生物多様性 38 （26.8％） 40 （28.2％） 61 （43.0％） 3 （ 2.1％）
生態系サービス 10 （ 7.0％） 16 （11.3％） 115 （81.0％） 1 （ 0.7％）
アメリアフウ 10 （ 7.0％） 6 （ 4.2％） 125 （88.0％） 1 （ 0.7％）
ラーテル 6 （ 4.2％） 15 （10.6％） 120 （84.5％） 1 （ 0.7％）

知っている 聞いたことがある 知らない 無回答

 
 
訪問者の施設改善要望（5段階評価）に関する集計結果を表7に示す。5段階評価の各数値

を得点とみなし、評価項目ごとの集計値を算出すると、「動植物のありのままの姿を見せて

ほしい」という生態的展示に対する要望が も強いことが明らかとなった。逆に、「予約な

どが必要でも道で出会う人数を減らしてほしい」、「動植物園の入園料を下げてほしい」と

いう要望は少なくなっている。表8にバリマックス回転後の因子分析（N=126）の結果を示

す。表中の数値は因子負荷量を示しており、-1から+1の範囲の値をとる。また、PC１は第1
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因子軸を、PC2からPC4は第2因子軸から第4因子軸をそれぞれ示す。その結果、第1因子軸

（PC1）は「快適な休憩と散策のためのインフラ整備」、第2因子軸（PC2）は「来場者に対

する注意喚起のためのインフラ整備」、第3因子軸（PC3）は「自然により近い環境との接触

を可能にする工夫」、第4因子軸（PC4）は「インフラ整備面では現状維持でよい」と解釈可

能と考えられた。 

 
表 7 施設改善要望に関する集計結果 

強（5） 4 中（3） 2 弱（1）

歩道をさらに歩きやすく整備してほしい 24 23 69 11 12 0 139 909

ベンチやテーブルを整備してほしい 28 36 60 10 7 0 141 1,023

道しるべを整備してほしい 22 44 53 14 7 0 140 898

立入禁止のロープ・柵を整備してほしい 15 17 73 25 9 1 140 706

注意を促す看板を整備してほしい 21 20 69 23 8 0 141 845

自然を解説する案内板を整備してほしい 34 45 50 7 5 0 141 1,165

もっと休憩・食事のできる施設がほしい 43 25 53 11 8 0 140 1,321

予約などが必要でも道で出会う人数を減らしてほしい 2 6 51 34 44 3 140 337

奇少な動植物の保護対策を実施してほしい 42 46 42 6 1 4 141 1,331

東山にいる動植物の種類を増やしてほしい 33 30 59 9 6 4 141 1,113

動植物のありのままの姿を見せてほしい 65 39 28 6 1 2 141 1,813

不便でも人工物のない環境を保護してほしい 34 42 45 15 1 4 141 1,150

現状を変えないでほしい 12 23 68 23 9 6 141 639

動植物園の入園料を下げてほしい 7 8 83 20 20 1 139 509

注）集計値は5段階の要望度の数値（5・4・3・2・1）を得点とし、各行について対応する評価項目の人数を乗じて、加算したものである

要望度 わから
ない

N=
要望度

集計値（注

 

 
表 8 施設改善要望に関する因子分析結果 

歩道をさらに歩きやすく整備してほしい

ベンチやテーブルを整備してほしい

道しるべを整備してほしい

立入禁止のロープ・柵を整備してほしい

注意を促す看板を整備してほしい

自然を解説する案内板を整備してほしい

もっと休憩・食事のできる施設がほしい

予約などが必要でも道で出会う人数を減らしてほしい

奇少な動植物の保護対策を実施してほしい

東山にいる動植物の種類を増やしてほしい

動植物のありのままの姿を見せてほしい

不便でも人工物のない環境を保護してほしい

現状を変えないでほしい

動植物園の入園料を下げてほしい

分散

寄与率

累積寄与率 46.6

1.5

10.7

57.317.7

2.2

15.7

33.3

0.71

0.69

2.5

17.7

1.9

13.3

0.61

0.59

0.80

0.75

0.66

0.86

0.85

0.50

0.35

0.78

0.74

0.79

PC1 PC2 PC3 PC4
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４．考察 
前章までにおいて述べたアンケート集計結果をもとに、東山の森を今後さらに整備して

いく上で求められる方向性と意義を以下に考察する。まず、本事例における回答者（N=142）

の属性をみると、9割強が20歳以上であったのに対し、序論で紹介した先行調査事例[2-3]

では基本計画案に関するアンケートの回答者(N=624)の8割強が名古屋市内の小学生児童で

あり[2]、また基本構想案の回答者（N=1,091）の過半数が20歳未満であった[3]。したがっ

て、本事例では回答者の総数こそ少ないものの、20歳以上の一般市民の意向を大きく反映

した結果が得られているものと考えられた。 

 次に、生物多様性の認知度に関して、東山動植物園の年間訪問頻度との間に0.1％水準で

有意な正の相関がみられたことは、東山動植物園再生プランの関係者にとって示唆的な結

果であったといえる。相関関係と因果関係は同一ではないため、東山動植物園への来訪者

を増加させることが必ずしも生物多様性の認知度向上に直結するとは限らないが、少なく

とも今回の調査結果からは、2010年の第10回生物多様性条約締約国会議の名古屋市での開

催に向けて、東山動植物園の来園者を増加させるための施策を実施した上で生物多様性の

認知度向上のために有効に活用することが望まれる、ということが示唆された。 

 さらに、今回の回答者の6割近くが自家用車で訪問したと回答している。訪問に要する一

人当たりの交通費が低く抑えられるためであると思われる。記述式による施設改善要望の

項目で「駐車場スペースの充実」を指摘した回答者は1名のみであったが、もしこの項目が

調査票に含まれていれば、「駐車場スペースの充実」を強く要望すると答えた回答者はさら

に多かったものと思われる。今回の調査結果のみをもとに断言することはできないが、東

山の森の景観や生態系を損なうことなく駐車場スペースを充実させることが可能であり、

かつ充実した駐車場スペースの存在を名古屋市のみならず県下・県外に周知させることが

できれば、来園者の大幅増加が見込まれるものと期待される。ただし、東山動植物園再生

プランの事業成果は年間来訪者数という指標のみにより測定されるべきものではない。加

えて、自家用車を利用した場合に消費されるエネルギーについても今後配慮しなければな

らないだろう[13-14] 

 加えて、東山再生プロジェクト（仮）に対する訪問者の支払意思に関する質問に対して、

「金額と使われ方が妥当ならば協力する（するかもしれない）」とした回答者が8割強を占

めた。明るい材料ではあるが、実際の募金行動に結びつくかどうか、訪問者以外の市民の

動向と負担のバランスなど更なる研究が必要となる。価値の算出には訪問に要した交通費

からのトラベルコスト法などを用いたより詳細な検討が必要となるが、今後の調査では妥

当な金額としては、中央値の1,000円というのが一つの目安となる。同時に使われ方につい

て来訪者が納得するような説明が必要とされるだろう。具体的には、本事例において も

要望の高かった「動物の生態的展示」は来訪者を納得させるための一つの鍵となるであろ

う[15]。また、生物多様性に関する科学的知識が豊富ではない、多くの来訪者に生物多様
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性について理解を深めてもらえるように説明の仕方を工夫することも今後さらに必要とな

るだろう[16]。 
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付録 4；ドイツ連邦自然保護庁(BfN)レポート 
 

以下は、ドイツ連邦自然保護庁 (BfN)の都市と生物多様性に関する以下のレポートについ

て、著者の許可をえて翻訳したものである。暫定訳として、正確な情報は原語を参照され

たい。 
 
Peter Werner  Rudolf Zahner (2009) Biological Diversity and Cities： A Review and 
Bibliography  Bonn, BfN  Skripten 245 
URL: http://www.bfn.de/fileadmin/MDB/documents/service/Skript245.pdf 
 
 
１ はじめに 
１９８０年代中ごろから、自然保護の主要課題として生物多様性保全が登場してきました。

国連環境計画（ＵＮＥＰ 1995）は、１９９２年のリオデジャネイロでの地球サミットで、

生物多様性条約（ＣＢＤ）採択を広範な政治的基盤で明示しました。これに関連して、い

くつかの点で都市領域は主要な役割を果たしています。 
 
都市化の直接的な、また間接的な影響は、地球規模の生物多様性を脅かす主な原因のひと

つと考えられています(McKinney 2002, Olden et al. 2006 )。地域レベルでは、他の土地利

用の形よりもはるかに都市の景観は急速に変化しています。都市領域と都市のインフラ基

盤は、自然のままや農業の風景からほぼ完全に置き換わっています。植生の極端な再構成

が起こり、どうしようもないところまできています。地域の動植物相の組み合わせは完全

に変わってしまっています(Shochat et al. 2006)。 世界総人口の増大に伴って都市人口は

継続的に増加し続けており、すべての大陸で都市化によるさらなる脅威を生み出すと考え

られています(Araujo et al. 2007)。 ２００７年は歴史的な転換点だったと考えられます。

これは２００７年以来、人類の半数以上が都市居住地域に住むようになったためです(CBD 
2007)。 人々の環境問題への意識は、日常をとりまく自然体験に大きな影響を受けます

(Savard et al. 2000)。 こうした理由から、生物多様性を保全しようとする努力を、都市領

域に注ぐことがより一層必要となります(Miller & Hobbs 2002)。  
 
多くの研究が行われ、出版物が刊行されていますが、生物多様性と都市領域および都市開

発とのつながりへの理解は依然として断片的であり(Chace & Walsh 2004)、 全体像をつか

むためには体系的な努力が不可欠です(Kinzig et al. 2005, Shochat et al. 2006)。 他方では、

例えば Sukopp と Werner の１９８２年の検討を手始めに、主に欧州中央部に限定していま

すが、１９８０年代からの利用可能な多様で基礎的な研究結果を見過ごしてはならないの
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です。この間に大変多くの新しい研究がされてきました。１９８６年から２０００年の間

に、Sukopp 等は、都市の生態学と都市領域の自然保護に関するテーマの６５００点以上の

出版物全体を引用して、数点の出版目録を出版しました。（これらのほとんどは、ドイツ語

版のみで出版されています）。イタリアでは１９８８年までだけでも、都市の鳥類相に関す

る６００以上の論文が刊行されました(Dinetti 1994 cited in Heywood 1996)。 McKinney 
(2008) は、インターネット上の科学と生物学の論文の要旨の中に、「都市」・「種」と「多様

性」または「豊かさ(richness)」の見出し語の組み合わせが使われている２０００以上の出

版物を確認しています。ベルリン、ロンドン、ニューヨークのような北半球の数多くの大

都市では、それぞれの都市での動植物の発生と分布に関する数百点にも及ぶ研究や出版物

があり、中には数世紀の期間に及ぶものもあります(Sucopp  2002)。  
 
一部の科学者が抱えている問題は文書の記録の不足でも(Niemelä 1999,Tait et al. 2005)、 
ある特定の都市の個々の分類群の分布の理解不足でもありません。分類群の分布について

は、文書化されているものは数多くあります。例えば、Harris はアカギツネ、学名 Vulpes 
vulpes について(e.g. Harris & Baker 2001)、 Kowarik はニワウルシ（神樹）、学名

Ailanthus altissima について(e.g.Kowarik & Säumel 2007)、数多くの出版物により徹底

的な考証を例示しました。問題は決定要素の複雑さと、都市の空間と時間の絶え間ない変

化です(Andersson 2006)。 これらが、生物多様性と都市の日常的なつながりを説明するた

めの論議が、出発点のスタートラインに立つという簡単なことさえ難しくしています

(Kinzig et al. 2005)。 地球規模では、歴史的な都市開発の過程と現在の都市開発過程の差

異、そして様々な大陸の生物学的地球物理学の状況の差異が、種の多様性の進展に伴って、

都市ごとのまったく異なった状況につながっています。 
 
たいていは、様々な研究の方法が違うために、数多くの都市間を比較評価しても、おおま

かな報告しか示せません(Pysec 1998, Werner 2007, McKinney 2008)。 同様に、方法に問

題があるために、数十年間もしくは数百年間の動植物の推移の歴史的比較においては、研

究の質と信頼性は不十分なものになっています(Clemants & Moore 2005)。 ほとんどの研

究が現在の時間的、空間的状況のみをとらえているために、都市開発の過程と種の多様性

との結びつきに関する説明はあまり役立たないものになっています。特定の都市生息地や

都市領域における種の領域のつながりの進展を、長期間にわたって分析する研究はありま

せん(Tait et al. 2005)。  
 
さらに、多くの不確定な要素により、研究結果の比較評価は難しく、可搬性の低いものに

なっています。都市化の程度のような概念は、十分正確に説明することはできません。例

えば、あながち適切とはいえませんが、都市公園はそれ自体を「都市化の極端ではないレ

ベル」(Shochat et al. 2006) と表すこともあります（１．１．３ 都市と都市化 を参照
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してください）。 都市の種の多様性の記述の中には、固有種に限定しているものもあれば、

他方では栽培種を含むものもあります(Ma & Liu 2003)。 都市領域の境界や、その他の様々

な側面があるために、分析の尺度は様々です(Clergeau et al. 2006a)。 （都市領域の境界

は、例えば、都市の植物相の調査の際によく使われる、周辺の田園地帯を含む純粋に行政

上の境界や、都市周辺部を含む居住地域のみであったり、究極的にはより狭く、都市中心

部の建物が過密に建てられた都市領域であったりします）。したがって、科学界は、都市ご

とのレベルを超えて信頼できる比較が出来るように、調査や研究結果の発表に使われる基

準に、早急に合意する必要があります。 
 
以下の検討は、２０００年以降に出版されたなど、ほとんどが 近の論文のみに基づいて

います。１９９０年代後半に出版されたものは時々、これより以前のものはごくまれに、

ある事柄を説明する必要のあるときに引用されています。引用文献に基づいて、今回の検

討では現在の関心事を取り上げ、厳密な意味で都市と生物多様性の問題を扱います。Sukopp 
& Werner(1982)や Gilbert(1989)、 Klausnitzer(1993)といった、すでに引用した検討に含

まれているような基本的な論議については再検討していません。また、今回の検討では、

例えば  Sucopp & Wittig(1998)の教本やＬＴＥＲ研究（長期生態研究）による数多くの出

版物より編集した都市の生態学の幅広い研究結果についても取り扱いません(e.g.  Alberti 
2003, 2008, McDonnell et al. 1987, Grimm et al. 2000, Pickett et al. 1997, 2001, 2006)。 
これらの論文は、もちろん、都市領域の生物多様性と生態学の要因の相互のつながりの多

くの点に光を当てるものですが、言い換えれば、この件に関してはより間接的に扱ってい

ます。 
 
今回の論文の「はじめに」の項では、出だしから用語がどのように使われているか、ある

いはどのように解釈されているかにより、用語の意味するものを明らかにするための定義

づけに結論を下しています。基本的には、今回の検討では、生物多様性を本質的には種の

レベルで考えています。例えば、都市居住領域の動植物の種の発生と分布などです。引用

論文のほとんどは、人口１０万人以上の大都市で研究が行われました。これにより、都市

居住領域と呼ぶときには、実際は都市領域を意味しています。 
 
第２項では、都市全体のレベルでの植物と多様な動物群の発生について再検討しています。

これは種の発生についての量的にも質的にも有効な現状の説明となっています。第３項は

構造の主題について、第４項では、生物多様性と都市開発過程のつながりについて探求し

ています。ここでは生態学で使われているパターンとプロセスの典型的な定義を取り上げ

ています。第５項では、都市の生態学的な特徴だけでなく、何よりも、これゆえに都市と

生物多様性が非常に直接的に結びついているという社会経済学のシステムの特徴について

も論じています。 
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１．１ 語句の定義 
 
１．１．１ 生物多様性 
 
「生物多様性」（biological diversity）（バイオロジカル ダイバーシティ）という言葉は、

ここでは１９９２年の生物多様性会議に基づく２００５年のミレニアム生態系評価（ＭＥ

Ａ）の定義に従っています。 
 
生物学的多様性、Biological Diversity（バイオロジカル ダイバーシティ）、短くして生物

多様性 Biodiversity（バイオダイバーシティ）は、地球上の生物の多様性を表すことが出

来ます。２００５年のミレニアム生態系評価（ＭＥＡ）によれば、生物多様性には、遺伝

子の多様性、種内の多様性、種間の多様性、生態系の多様性といった多くの要素がありま

す。生物多様性とは、ある地域から地球全体まで、あらゆる地理的規模で考えることが出

来ます。 
 
生物多様性を総合的に説明するなら、上記のすべての要素を考慮しなければなりません。

しかし、実際には、生物多様性と都市についての出版にも当然のこととして反映されてい

るように、種の生物多様性が も重要な要素として表されており、また も多くの基準で

生物多様性の進展の評価に使われています。 
 
生物多様性の概念には科学的側面のほかにも、経済的側面、倫理的側面といういくつかの

側面があります(Piechocki 2007)。今回の検討では、科学的側面に限定しているため、生物

学と生態学の論文に基づいています。 
 
１．１．１．１ 種の多様性と種の数 
 
種の多様性は も多くの形態で表現できます。種の多様性を表すための尺度として、多種

多様な指標を使うことが可能です。多くの場合、種の数と種の多様性に区別はありません

(Spellerberg & Fedor 2003)。種の多様性は、分類群の純然たる数を列挙するほかにも、種

の豊富さと重要性の考察が含まれています。検討された論文のなかで、もっとも頻繁に使

われた定義と指数の一部をここに列挙します。 
 
アルファ多様性、ベータ多様性、ガンマ多様性：これらは、１９７５年に Whittaker によ

り頻繁に定義づけられました。 
アルファ多様性は、特定領域内の多様性のことで、一地域の区域内もしくは生息域内の種

の数を意味します(Koleff & Gaston 2002)。 
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ベータ多様性は、複数の生態系の間での、限定された場所での種の数です(Whittaker et al. 
2001)。  
ガンマ多様性は、地域の環境全体における生物数です(Koleff &Gaston 2002, Whittaker et 
al. 2001)。 
 
種の数：限られた地域内で観察された種の数です(Schreiner et al.2000)。 
 
存在度：地域ごとの一つの種の密度、出現率、総数などです。 
 
種の多様性指数：以下の指数が使われています。 
 地域内の種数曲線(Schreiner et al. 2000） 
 シャノン指数、シャノン・ウイーナー指数またはシャノン・ウイーバー指数とも呼ばれ 

ます(Spellerberg & Fedor 2003)。 
 シンプソン指数 
 その他、上記と同様の指数 
 
生息地の類似性と相補性：生息域と地域を比較する際によく使われるのは、ジャッカード 
指数、ソーレンセン指数、ベイ・カーティス指数、ユークリディーン度数、相補性指数 
です。 

 
１．１．２ 在来種と外来種 
 
ほとんどの出版物に表れている重要な相違点は、在来種か外来種かという点にあります。

この一組の概念は今回の検討の全体を通じて使われているし、また以下の意味で使われて

います。 
 
在来種（同義語は土着種、固有種）人間の関与のあるなしにかかわらず、特定の領域で生

まれたもの、起源を持つ種。また、その種が生まれた場所から（自生地から）故意ではな

く、もしくは人間の故意ではない関与によって特定の領域に生まれた種(Scholz 2007)。 
 
外来種 non-native species（同義語は外来種・帰化植物 alien、外来種 exotic、外来種・導

入種 introduced species、新生物 neobiota）意図的かどうかにかかわらず、人間の関与によ

って特定の地域に持ち込まれた種(Scholz 2007)。 その国、または大陸の他の地域に自生

するが、以前はその特定の地域では外来だったものも含まれます(Tait et al. 2005)。 
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ヨーロッパでは、外来種が原始時代に持ち込まれたのか、１５世紀以後に持ち込まれたの

かによって、より頻繁に区別されています。より狭義では(Kowarik 2002)１５世紀以前の

ものは原始生物相、１５世紀以降のものは新生物相です。アネコヒート(anecophyte)、造成

地の植物かアネコゾア(anecozoa)、造成地の動物かという種の分類上の議論については、こ

こでは考慮していません。 
 
１．１．３ 都市と都市化 
 
都市の定義は多種多様です。多くの場合、総人口、人口の過密、高度に発達した水準で整

備されているインフラ基盤が大きな特徴です(Pickett et al. 2001, Alaruikka et al. 2002)。 
 
多くの出版物では「都市」と「都市化」の概念について、より厳密に限定していません。

このことは、たいていは何をもって都市や市街化地域としているのかが基本的に知られて

いると推測されているためです。ほとんどの研究が主要都市で行われているように、これ

により出版がこうした都市の状況を反映していることから、多くの場合、こうした都市の

概念の単純化はそれほど大きな問題ではありません。しかしながら、一般的な条件で、都

市の地理学者が苦心していることのひとつは、都市が終わり、周辺地域が始まる正確な場

所についてはほとんど述べられていないことです(Williams et al. 2000, Cilliers et al. 
2004)。 
 
しかしながら、この簡素化された解釈では、都市と都市を比較する場合や、包括的なフレ

ーズで明確に形容することなしに「都市化の程度」の概念が使われる場合に不十分です。

都市は、表面面積や、人口の数により、１０以上の要素で異なっており、これらにより生

態系の環境が大きく異なることは明らかです。これと同様の傾向で、都市化の度合いが同

量で参照されないならば、偏った分析では比較できません。たとえば、都市の空き地には

建物は建てられていませんが、それにもかかわらず、特に中心市街地の空き地の場合は、

その空き地の過去と現在の状況の両方から、都市の影響を非常に高いレベルで受けやすい

のです。あるいは、もっと詳しく言えば、多くの人々に利用され、人工的な景観の構成要

素により大きく変化してきた都市の中心に位置する都市公園は、市中心部近くに位置する

公園のような庭のある居住地域よりも、人間の容赦ない影響をより一層受けやすいのです。 
 
ヘメロビー、いわゆる生態系への人間の影響度のような尺度は、人間の影響の程度を一つ

の量に統合するための試みとして考案されてきました。この指数は、測定可能な生態の特

質に基づいて客観的に確定することは出来ませんが、地域レベルでは役立ちます(Ziarnek 
2007)。 しかし、より広範囲での比較や、他地域への移動に対してはあまりにも不確定で

す(Hill et al. 2002, Angold et al. 2006)。 
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次は、都市や都市化の構成要素となる特徴の一覧表です。これらは都市全体に関する生物

多様性に特定した構成に関係があり、またこれらの変化形は都市化の度合いを評価するた

めに利用できます (e.g. McDonnell et al. 1997, Pickett et al. 1997, 2001, 2006, Sukopp & 
Wittig 1998, Grimm et al. 2000, Albert 2003, 2008, Forys & Allen 2005, Shochat et al. 
2006)。 
 
〇 ２万人以上の人口があり、中心部分の人口密度は一平方㎞あたり５００人以上 
〇 建築物の配置、高度な技術のインフラ基盤、緑地や建物のある割合と舗装されている

割合は平均４０％から５０％程度で、中心地域では６０％をはるかに上回る 
〇 温帯の地域にあり、ヒートアイランド現象により植物の成長期間もより長く、夏季の

強烈な暑さと冬季の寒さは緩和されているが、砂漠の都市では夏の気温はより涼しい 
〇 水のバランス調節については、温帯ではより乾燥する傾向があるが、一方、砂漠地帯

では灌漑により乾燥が緩和される傾向がある 
〇 栄養物の流入は、特定の物質に集中していて、かつ広範囲である 
〇 特に園芸家によって管理されている領域でのえさの生産力の高さ。これにより意図の

あるなしにかかわらず、動物のえさの入手可能性は高まる 
〇 土壌生物、苔などの地衣類、水生の種には特に関係の深い汚染物質の脅威 
〇 踏みつけ、きずあと、騒音、軽いスモッグなどのさらなる侵害要素 
〇 準自然区域を含む公園緑地が分断されていること 
〇 外来種や栽培種の割合が高いこと 
〇 都市基盤や都市領域に、数多くの広食性動物や一般的な種がコロニーを形成している 
 
表１ 都市区域 規模と定義 
名 称  規 模  定    義 
都市景観 大規模地域 広範囲の公園緑地を含む都市、または都市と都市化された周辺地

域の集まり 
都市の開放的で進歩した地域の統合した関係と、田園景観とを対

比して説明するために使われることもある 
都市、町 
都市地域 

大規模から

中規模の地

域 

程度の差はあれ通常は一つの地方自治体が統治している 
市街地とつながっている 
通常は人口統計により定義される（上記参照） 

市街地 地方、中程

度 
都市周辺部から、かつては近隣から独立した市区域であった地域

大都市では、ひとつの地区は１０万人以上の人口をかかえる 
都市近郊 
 
都市型の

土地利用 

地方、中程

度から大規

模まで 

特有の建物構造と社会経済の質を表すいくつかの基本構成要素

がある 
顕著な土地利用機能と様式に特徴のあるビル街区と公園緑地が

ある 
都市の居

住地 
地方、小規

模 
特定の利用と構造が特徴的な５－６平方メートルか５－６ヘク

タールの空き地もしくは建物のある地域 
 (Lichtenberger 1998, Zerbe et al. 2003, Clergeau et al. 2006 a, b, Altherr 2007) 
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１．１．４ 都市の生物多様性 
 
都市に多少とも隣接する居住区域に存在するすべての地域と動植物は、都市の生物多様性 
に寄与しています。生物多様性保全の観点からいえば、自生して繁殖する動植物が も重 
要です。培種と栽培種の遺伝的変異種は、現在から将来にわたる利用における遺伝資源保 
全に関して非常に重要ですが、今回の検討では考慮しません。 
 

②        ２ 都市の生物多様性 生物多様性の生息環境としての都市 
 
この論文で検討されている論文の大多数が都市の維管束植物と鳥類相の発生と分布に焦点 
をあてています。この選択は統計的な代表ではありませんが、現状の広く正確な姿を提示 
していると考えられます。さらに言えば、おおむねこの２つの分類群のみが、複数の都市

で空間的な包括分析が可能だからです。次の論文は維管束植物に関する総括を(Pysek 1998, 
Wittig 2002 and Clemants & Moore 2003)、 また次の論文は鳥類相に関する総括を提供し

ています(Marzluff et al. 2001, Kelcey & Rheinwald 2005)。 空間に限定した調査により、

個別の土地利用種別だけでなく、居住地域と工業地域を含む多様な都市利用のすべてを含

む全体的な都市基盤を把握することが出来ます。このほかのほとんどの分類群に関しては、

郊外のような都市の一部分を選んでの研究、もしくは個別の利用法について研究されてい

ます(e.g. Hirota et al. 2004)。 それぞれの利用法については、たいていは公園や森といっ

た「緑地」での使用法に限って使われています(e.g. Alaruikka et al. 2002, Brown & Freitas 
2002)。 これは、都市の生物多様性においては、たいていはこれらの２つの分類群により、

科学的な理解度と一般的な認識の両方がおおむね決められていることを意味します。微生

物の発生と分布の認識度はごく低いものです(Savard et al. 2000)。 
 
著者たちが多様性の均質化に警告を発し、この点で都市化を重大な脅威とみなしているに

もかかわらず(McKinney 2002, Olden et al. 2006)、 維管束植物とほとんどすべての動物

群にとって都市には種が非常に豊富であると特徴づけられることには意見が一致していま

す(Crooks et al. 2004, Alvey 2006, McKinney 2006, Sukopp 2006, Reichholf 2007)。 都市

は地方と地域の生物多様性の生育環境の場なのです(Sax & Gaines 2003) 。都市領域全体の

あらゆる都市の利用を考慮すると、このように理解できます。さまざまなタイプと程度の

都市利用により、生息地と微小生息域、そして非常に多様なモザイク模様のような生息地

といった多種の生息地を生み出しています(Niemelä et al. 2002, Garden et al. 2006)。ここ

に、意図的であるにせよないにせよ持ち込まれた非常に多くの動植物の種が加えられてい

ます。都市の実質的な種の豊富さもまた、ここ１０年のあいだに何度も繰り返し脅威にさ

らされてきました（序文を参照してください）。近年は、この図式がより多くの数の分類群

を含んで拡大し、また、あらゆる大陸の数多くの都市で確認されています。 
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先述の種の豊富さは、在来種と外来種の合計によるものです。地球規模の均質化の傾向に

もかかわらず、とりわけ都市においては、地方と地域のどちらにもアルファ多様性の増大

が見られます(Olden et al. 2006)。 しかしながら、地域の多様性の進展の評価は様々です。

この相違は、とりわけ地域の尺度が厳密に定義されていないというように、尺度によりま

す(Pautasso 2007)。 これは、たとえばアルファ多様性とベータ多様性のどちらが使われる

のかといった、異なった多様性指数が使われるためでもあります(Crooks et al. 2004, Olden 
et al 2006)。 
 
在来種と外来種の関連の研究は近年非常に重視されるようになっています。これには均質

化によって多様性が脅かされるという議論が大きく寄与しています（特に以下の論文を参

照してください。McKinney 2002, 2003, 2006, 2008）。 
 
多くの事例で、人間の定住が進んだことによる在来種の減少は、外来種の導入により補わ

れています（この内容について、詳細は下記を参照してください）。こうした生物地理区の

種数の減少にもかかわらず、人間の定住している都市の種数が比較的多いことは驚くべき

ことです。このことは多くの都市で、在来種の数が多いことをも意味しています。北半球

では、地域種の群や国有種の群の、もっとも多様な分類群全体の５０％以上は、都市で確

認されることが指摘されています。たとえば、ベルギーの植物相の５０％以上がブリュッ

セルで確認されます(Godefroid 2001)。 ローマでは、ローマ周辺に生息する鳥の種の約半

数がローマ市内でも確認されます(Cignini & Zapparoli 2005)。 ポーランドの脊椎動物の５

０％と鳥類の６５％はワルシャワに生息しています(Luniak 2008)。 一方、ニュージーラ

ンドのような世界のいくつかの地域では、都市の植物相において外来種が圧倒的に優勢で、

在来種は数種のみが確認されています。クライストチャーチのビオトープで合計３１７種

の維管束植物の記録をした例では、在来種は４８種のみでした(Ignatieva & al. 2000)。 ひ
とつには、北半球の都市に見られる在来種は、依然として生物地理区を確かに反映してい

ますが(Clergeau et al 2001, Clemants & Moore 2003)、 他方では、より多数の広食性動物

はこの高い水準を確かなものにしています(Adams 2005)。 しかし、豊富さの中にも変化が

あります。一つの結果として、都市にコロニーを作ることに成功した種が、繁殖し密生し

ます。都市のある場所としては、極端な例として都市の中心部があげられます。他方では、

種の大部分はごく少数の個体数だけが、特定の限定された場所でのみ生育します。このこ

とがとりわけ都市にごく 近移住した非常に多くの外来種にあてはまることは注目すべき

です。場合によっては、わずか１０年の間に侵入種がコロニー形成の拡大を低下させる経

験をすることはまれなことではありません(Forys & Allen 2005)。 この点では様々な状況

の多くの例も挙げられます。変化のない期間ののちに、過去に侵入していた種が爆発的に

増殖しコロニー形成する状態が突然発生します(Sukopp & Wurzel 2003)。 近年の論文では

在来種の適合の過程は完了するにはほど遠いものだということをさらに強調しています。
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このことは、都市に生息する種の数は、新しいコロニー形成と順応過程によって増え続け

ることを意味しています(Luniak 2004, Sukopp 2006)。 
 
一方では、この過程は持続しないだろうと予想する予測もあります。Hepinstall et al. 2006
の論文によれば、２０２７年より以前のピークののち、種の減少を予測するという将来の

傾向を試算しました。この理由の背景には、人の作った環境に生息する種の数が減少する

であろうことが挙げられます。 
 
特定の種と都市生息地の間の関係を説明するために、幅広い概念が使われています。１９

８５年に Wittig et al はすでに植物相のカテゴリー分類を提唱しています。この基本的な構

造は、様々な修正を加えながら近年の論文にも見られます。 
 
シナントロフィ synanthropy (Luniak 2004)、いわゆる人の作った環境に生息する、共ヒト

生の、というのはもっとも古くまた幅のある概念で、基本的には、種と、人間が利用する

という特徴のある場所との関係に言及しています。ヒトと共生しない動植物の種の分類と

ヒト共生の場所の基準の分類は都市領域に限られたものではありません。Garden et al. 
(2006)の論文の、都市基盤を利用可能な種と利用できない種に分類するという案は、興味深

い提議です（Garden et al. 2006)（第３部、１.２参照）。 
 
表２ 都市の入植区域への適合性による種の類型分類 
 
著者（第一執筆者に

限らない） 
都市空間と生息地を

避ける種 
都市領域と幅広い環

境の両方に生息する

種 

主に、または限定し

て都市に生息する種

Wittig et al. 1985 都市嫌いの種 都市中立 都市好き 
Blair 2001 都市を避ける種 都市許容 都市利用 
Johnston 2001 ヒト共生でない種 軽度のヒト共生 まったくのヒト共生

Crooks et al. 2004 都市化に過敏な種 中程度の都市化 高度の都市化 
 
論文では、動植物相についても同様に、動物相と植物相の歴史においては、都市は現れた

ばかりの場所であるとしています(Lenzin et al. 2004)。 都市の動植物相の欠乏は不変であ

り、都市領域は開発と変化の進行中の過程にあります。地球規模では、また数例は地域レ

ベルにおいても、都市の開発と変化はまったく異なった進度で進行しています。南アメリ

カやアジアの大規模都市のような急速に成長している都市の周辺境界線には、非常に新し

い新興都市地域があります。米国やオーストリアの都市は歴史的観点からみればごく 近

のものですが、比較的近年に広範囲に開墾されてきただけの景観にもまた、より一層ぴっ
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たりとはまり込んでいます。 
 
これまで述べられてきた動物と植物の両方において、種は今後も都市領域に順応し、コロ

ニー形成をし続けていくでしょう。このことは、在来種と、田園地帯にすでに帰化してい

るいくつかの外来種の両方にいえることです(Luniak 2004, Sukopp 2006)。 いまだにこ

うした順応の過程の結末は予見されていませんが、中期的には上述されたように予測され

ています(Hepinstall et al. 2008)。 
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注記 
 
本報告書は、林野庁の委託調査の成果の一部を利用している。 

 本報告書作成にあたっては、（財）名古屋都市整備公社 名古屋都市センターの支援に加

え、野原詩子氏に協力をいただいた。この場を借りて御礼申し上げる。 
 
 国際的には国際自然保護連合（IUCN）が発表予定の報告書、地域的には名古屋市が進め

る生態系サービスの見える化事業などの動向が今後注目される。 
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